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社会保険。 労働保険徴収事務センタ 一事務取扱要領の 改正について 

社会保険・労働保険徴収事務センタ 一の事務の取扱いについては、 平成 1 5 年 7 月 2 2 

日付け 墓 徴発 第 0722002  号・ 庁 保険 登 第 0722001  号通知の別 添 「社会保険・ 労働保険徴収 

事務センタ一事務取扱要領」により 取り扱われているところであ るが、 平成 1 6 年 4 月 1 

日からの滞納整理の 実施に伴い、 同要領に第 5 を追加するとともに、 別紙「社会保険・         

働 保険徴収事務センタ 一事務取扱要領新旧対照表」のとおり、 追加に伴 う 所要の改正を 行 

う こととしたので 通知する。 

なお、 別添のとおり 改正後の回要領を 送付するので 参照きれたい。 

おって、 滞納整理等の 実施に当たっては、 遺漏のないよう 準備されたい。 

  

写 送付失 地方社会保険事務局事務所長 

社会 保 険事務所長 
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社会保険・労働保険徴収事務センタ 一事務取扱要領折目対照表 

( 下 線の部分は改正部分 ) 

己 圭史 IE そ牽 己彗二 正   
目 Ⅱ 

第 1  ( 田番 ) 第 1  ( 口を ) 

第 2  保険料の算定基礎となる 賃金や保険料額の 届出の受付 第 2  保険料の算定基礎となる 賃金や保険料額の 届出の受付 

  ( 田各 ) 二口 (m 各 Ⅰ 

2  実施内容 2  実施内容 

センタ一においては、 届出の受付事務 ( 届出の記載不備を 点検し届出を 受理する事務 センタ一においては、 届出の受付事務 ( 届出の記載不備を 点検し届出を 受理する事務 

を い う 。 ) を行 う 。 受理した届出の 内容に基づいて 所要の確認・ 補正を行 う 審査事務など、 をいう。 ) な 行う。 受理した届出の 内容に基づいて 所要の確認、 ・補正を行 う 審査事務など、 

届出を受理した 後に行われる 事務は、 算定基礎 居に ついては社会保険事務所 ( 地方社会 届出を受理した 後に行われる 事務は、 算定基礎 届は ついては社会保険事務所 ( 地方社会 

保険事務局事務所を 含む。 以下同じ。 ) が 、 午 稟申告書 は ついては都道府県労働局及び 労 保険事務局事務所を 含む。 以下同じ。 ) が 、 年 稟申告書 は ついては都道府県労働局及び 労 

働 基準監督署 ((2@ び 第 3 において「労働局 等 」という。 ) が、 それぞれ行 う ものとする。 働 基準監督署 ((2@ び 第 3 において「労働局 等 」という。 ) が、 それぞれ行 う ものとする。 

なお、 当該受付事務の 実施に当たっては、 次に掲げる事項について 留意するものとす なお、 当該受付事務の 実施に当たっては、 次に掲げる事項について 留意するものとす 

る 。 
ィ 三 %0 

(11  く 田谷 ) Ⅲ (B を ) 

(2) 午更 申告書関係 (2) 午更 申告書関係 

ア ・ イ ( 田各 Ⅰ ア ・ イ (m を ) 

ウ 午更 申告書がセンター ( 社会保険事務所 ) に個別に提出された 場合は、 社会保険 9  年 更 申告書がセンター ( 社会保険事務所 ) に個別に提出された 場合は、 社会保険 

事務所の保険料徴収担当部署において 簡易な点検を 行った上で受理し、 余白に受付 事務所の保険料徴収担当部署において 簡易な点検を 行った上で受理し、 余白に受付 

日付印を押印するとともに 受付処理 簿 ( 参考様式 1) に記載の上、 回付表 ( 参考様 日付印を押印するとともに 受付処理 簿 ( 参考様式 1) に記載の上、 回付表 ( 参考様 

式 2) を添えて都道府県労働局の 年度更新担当部署あ て申告書を回送するものとす 式 2) を添えて都道府県労働局の 年度更新担当部署あ て申告書を回送するものとす 

る 。 る 。 

なお、 この場合の点検すべき 箇所は、 毎年度、 年度更新業務開始双にあ らかじめ なお、 この場合の点検すべき 箇所は、 毎年度、 年度更新業務開始双にあ らかじめ 

協議しておくものとする。 また、 午更 申告書の提出と 同時に行 う こととなる労働 保 協議しておくものとする。 また、 当面、 年貢申告書の 提出と同時に 行うこととなる 

険 料の領収については、 第 5 の 4 の取扱いによるものとする。 労働保険料の 領収については、 歳入代理店等において 納付するよ う 指導するものと 

する。 

第 3 . 第 4  (m き ) 第 3 . 第 4  ( 略 ) 

第 5  滞納整理 

1 一 5  ( 田各 ) 
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社会保険・労働保険徴収事務センタ 一事務取扱要領 

第 l  目白 勺 

この要領は、 社会保険・労働保険徴収事務センター ( 以下「センター」という。 ) にお 

いて実施する 事務の基本的な 取扱いを定め、 もって当該事務の 円滑な実施を 図ることを 

目的とするものであ る。 

なお、 この要領に定める 取扱いのほか、 地方社会保険事務局と 都道府県労働局は 、 社 

会 保険と労働保険の 徴収事務の一元化が 円滑かっ着実にその 成果が上げられるよ う 連携 

し、 都道府県の実情に 応じた事務処理の 効率化に努めるものとする。 

第 2  保険料の算定基礎となる 賃金や保険料額の 届出の受付 

1  対象となる届出手続等 

Ⅲ 対象届出手続 

センターとして 受付を行 う 届出は次のとおりとする。 

ア 健康保険 / 厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎 届 ( 以下「算定基礎 届 」と 

レ ) う 0) 

イ 労働保険概算・ 確定保険料申告書 ( 年度更新に係るものに 限る。 以下「 年 裏 甲 

吉書」 という。 ) 

(2) 対象事業場の 範囲 

年更 申告書 は ついては、 労働保険事務組合に 労働保険事務を 委託していない 事業 

場 ( 以下「個別加入事業場」という。 ) のうち単独有期事業を 除いたものを 対象とす 

6 。 

2  実施内容 

センタ一においては、 届出の受付事務 ( 届出の記載不備を 点検し届出を 受理する事 

務 をい う 。 ) な 行 う 。 受理した届出の 内容に基づいて 所要の確認、 ・補正を行 う 審査事務 

など、 届出を受理した 後に行われる 事務は、 算定基礎 届は ついては社会保険事務所 ( 地 

万社会保険事務局事務所を 含む。 以下同じ。 ) が 、 年更 申告書 は ついては都道府県労働 

局及び労働基準監督署 ((2@ び 第 3 において「労働局 等 」という。 ) が、 それぞれ行 う 

ものとする。 

なお、 当該受付事務の 実施に当たっては、 次に掲げる事項について 留意するものと 

する。 

Ⅲ 算定基礎 届 関係 

ア 集合受付の開催などに 関する事業所に 対する案内はセンタ 一名にょり行 う もの 

とする。 ただし、 内容に関する 問い合わせ先は、 社会保険事務所の 算定基礎 届担 

当 部署とする。 

イ 事業所に対する 案内以外の具体的な 算定基礎届の 集合受付や個別受付等の 事務 

処理については、 地力社会保険事務局及び 社会保険事務所の 定めるところにより、 

@ Ⅰ Ⅰ 

 
 

  

 
 



  

社
 

ム
 
口
 
、
 

日
 
よ
 
物
 
円
 

の
 

こ
 

 
 

名
 

 
 

タ
 

ン
 

は
セ
 

内
 

案
 

る
 

対
す
 

プ
し
 

 
 

業
場
 

る
 

事
 

す
る
 

 
 

と
 

づ
 

関
は
 

の
 

ブ
し
 

も
 

 
 

，
フ
 

ど
 

一
丁
 

な
 

イ
 
4
 ｜
 

 
 

カ
 

催
 

新
保
 開
 

務
闇
 の
 

事
書
付
 

 
 会

更
集
 

壮
年
 ア

 

 
 

2
 

 
 

会 保険事務所の 名称を冠せず「社会保険・ 労働保険徴収事務センター」とする。 ) 

により行 う ものとする。 ただし、 内容に関する 問い合わせ先 は 、 労働局等の年度 

更新担当部署とする。 

イ 事業場に対する 案内以外の具体的な 午更 申告書の集合受付や 個別受付等の 事務 

処理については、 労働局等の定めるところに ょ り、 労働局 等 が行 う ものとする。 

したがって、 集合受付の会場がセンター ( 社会保険事務所 ) の場合であ っても、 

労働局等の職員が 出向いて対応するものとする。 

ウ 年更 申告書がセンター ( 社会保険事務所 ) に個別に提出された 場合は、 社会保 

険事務所の保険料徴収担当部署において 簡易な点検を 行った上で受理し、 余白に 

受付日付印を 押印するとともに 受付処理 簿 ( 参考様式 1) に記載の上、 回付表 ( 参 

若様式 2) む 添えて都道府県労働局の 年度更新担当部署あ て申告書を回送するも 

のとする。 

なお、 この場合の点検すべき 箇所は、 毎年度、 年度更新業務開始双にあ らかじ 

め協議しておくものとする。 また、 年 稟申告書の提出と 同時に行 う こととなる 労 

働 保険料の領収については、 第 5 の 4 の取扱いに よ るものとする。 

第 3  事業所説明会 

1  対象説明会 

センターとして 行 う 説明会は、 第 2 の 1 のⅢに掲げる 算定基礎届の 説明会及び 年更 

申告書の説明会 ( 個別加入事業場 ( 単独有期事業を 除く。 ) t こ 係るものに限る。 )   

する。 

2  実施内容 

Ⅲ 算定基礎届の 説明会 

ア 算定基礎届の 説明会 は ついてば、 事業所に対する 案内 は ゼ ノタ 一名により行 う 

ものとする。 ただし、 内容に関する 問い合わせ先は、 社会保険事務所の 算定基礎 

届 担当部署とする。 

イ 事業所に対する 案内以外の具体的な 説明会場の設定や 算定基礎届の 説明等につ 

いては、 地方社会保険事務局及び 社会保険事務所の 定めるところにより、 社会保 

検事務所が行 う ものとする。 この場合、 説明会には、 都道府県労働局又は 労働基 

準監督署からの 職員の参加を 求め、 労働保険に関する 説明についても 行 う ものと 

する。 

(2) 年更 申告書の説明会 

ア 年夏申告書の 説明会 は ついては、 事業場に対する 案内はセンタ 一名にの場合、 

社会保険事務所の 名称を冠せず「社会保険・ 労働保険徴収事務センター」とする。 ) 

により行うものとする。 ただし、 内容に関する 問い合わせ先は、 労働局等の年度 

2 
  



更新担当部署とする。 
ィ 事業場に対する 案内以外の具体的な 説明会場の設定や 年 更 申告書の説明等にっ 

いては、 労働局等の定めるところにより、 労働局 等 が行 う ものとする。 この場合、 

説明会には、 社会保険事務所からの 職員の参加を 求め、 社会保険に関する 説明に 

ついても行 う ものとする。 

第 4  事業所調査 

1  基本方針 

Ⅲ センタ一における 調査業務 

センタ一において 実施する事業所調査は、 毎年度計画的に 行われる社会保険の 総 

合 調査 ( 以下「総合調査」と v@ う 。 ) 及び労働保険の 労働保険料算定基礎調査 ( 以下 

「 算調 」と v@ ぅ 。 ) の調査対象事業場 ( 労働保険事務組合委託の 事業場及び有期事業 

の事業場を除く。 ) のうち、 両方の集合調査の 調査対象となっている 事業所の中から、 
社会保険事務所と 都道府県労働局が 共同して行 う ことが可能であ ると認められる 事 

業所を抽出し、 センタ一において 一元的に調査を 行 う もの ( 以下「共同調査」とい 

ぅ 。 )  とする。 

(2@  調査担当官 

共同調査は、 社会保険事務所の 社会保険調査官 ( 以下「調査官」という。 ) 及び都 

道府県労働局の 労働保険料算定基礎調査担当者 ( センターを設置する 社会保険事務 

所の管轄区域内で 最も多数の事業所を 所管し、 又は当該社会保険事務所の 管轄区域 

に 重なる最も広い 管轄区域を有する 等の労働基準監督署のうち、 都道府県労働局が 

特定した労働基準監督署 ( 以下「特定労働基準監督署」という。 ) の職員を含む。 以 

丁「 算調 担当者」という。 ) が 各々の権 限と職務に応じて、 同一の調査場所で 共同し 

て調査を行 う ことを原則とする。 

2  調査業務の実施手順 

共同調査は 、 次のとおり行 う ものとする。 ただし、 これにより難い 場合は、 都道府 

県の実情に応じた 手順により適宜実施して 差し支えないものとする。 

Ⅲ 事業所の選定方法 

ア 事前協議 

年度末の連絡協議会等において、 次年度において 共同調査を実施する 事業所の 

大枠の区分 ( 都 市区、 業態等 ) を決定し、 区分ごとに共同調査の 実施予定時期 ( 原 

則として l f 月から翌年 2 月までの間とする。 ) を申し合わせ、 社会保険事務所は 

年間調査計画を、 都道府県労働局は 筆調計画をそれぞれ 策定する。 

イ 共同調査対象事業所の 選定 

共同調査対象事業所を 次により選定する。 
①都道府県労働局においては、 筆調計画に基づき、 9 月までに特定労働基準監 

督署とも調整の 上、 算調 対象事業場名簿を 作成する。 この場合、 都道府県労働 

局 単独で調査を 実施する事業場名簿と 既に申し合わせている 共同調査の対象。 と 
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なり得る事業場名簿 ( 参考様式 3 。 以下「共同対象事業場名簿」という。 ) に区 

分して作成するものとし、 共同対象事業場名簿は、 事業場所在地の 都市区及び 

調査予定時期ごとに 作成する。 

② 社会保険事務所においては、 年間調査計画に 基づき、 毎月、 翌々月に調査を 

実施する事業所を 選定する。 ただし、 既に申し合わせている 共同調査の対象と 

なり得る事業所については、 9 月に都道府県労働局から 共同対象事業場名簿の 

回付を受け、 9 月から 1 2 月の各月に調査予定時期が 翌々月のものについて、 

社会保険の事業所調査の 対象事業所の 選定基準に合致するかどうかを 確認し、 

合致する場合は、 共同実施する 貫名簿に記載した 上で当該調査予定時期の 名簿 

の写しを都道府県労働局に 返付する。 

なお、 当該名簿に記載されている 事業場が社会保険の 未適用事業所であ る場 

合は、 別途適用勧奨の 対象事業所として 整理するものとする。 

③ 名簿の返付を 受けた都道府県労働局は、 共同対象事業場名簿を 再整理する。 

ウ 担当者の決定及び 共同調査対象事業所への 通知 

1 1 月から翌年 2 月の共同調査の 実施に向けて、 対象事業所への 通知等を次に 

よりオテ ラ の 

① 都道府県労働局は、 共同対象事業場名簿を 基に調査実施予定月の 前月に調査 

日時、 場所等を社会保険事務所と 調整した後、 特定労働基準監督署とも 調整の 

上、 筆調担当者を 決定し当該社会保険事務所に 連絡する。 

② 連絡を受けた 社会保険事務所は、 当該事業所の 調査を行 う 調査官を決定し、 

共同調査実施通知書 ( 参考様式 4) を作成して当該事業所に 対し通知するとど 

もに、 当該通知書の 写しを 算調 担当者の所属する 都道府県労働局又は 特定労働 

基準監督署へ 送付する。 

ェ その他 

以上の手続については、 都道府県の実情に 応じて労働局ではなく 特定労働基準 

監督署が中心となって 実施することができるものとする。 

(2) 調査の実施 

ア 共同調査実施通知書を 受けた事業所から、 調査日時の変更の 要請があ った場合 

は、 連絡を受けた 調査官は、 算調 担当者と協議し、 適宜調査日時の 変更等を行 う 。 

イ 共同調査の実施に 当たっては、 次のことに留意する。 

の 調査官及び筆調担当者は、 調査当日までに 調査する事業所の 調査手順、 閲覧 

書類、 事業所の特徴等の 打合せを行い、 調査業務が効率的に 行えるよう配慮す 

る 。 特に調査当日は、 調査を受ける 事業所の担当者に 双方の担当官が 重複した 

質問を行 う などということがないよう 注意を払 う 。 

② その他の調査方法及び 調査後の処理は、 昭和 39 年 5 月 1 9 日付け庇保登第 

1 9 号通知の別紙「社会保険調査官執務要領準則」、 平成 1 2 年 3 月 3 1 日付け 

労働省発労役第 3 5 号通知の別 添 「労働保険適用関係事務処理手引・ 労働保険 

料 算定基礎調査実施要領」その 他の取扱いに よ るものとする。 
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3  その他 

Ⅲ 情報の交換 

共同調査を行わない 事業所の調査を 実施した結果、 当該事業所が 次に該当すると 

き t こは、 相互に連絡し、 情報の共有に 努めるものとする。 

ア 他方の保険が 未適用 ( 来手続 ) となっているとき 

イ 標準報酬又は 賃金総額の算定の 誤りなどにより 保険料額に著しい 変動が生じる 

とき 

ウ その他社会保険の 事故調査又は 労働保険の随時 算調 が実施される 等、 情報を交 

摸 することが適当と 認められるとき 

(2) 平成 1 5 年度の共同調査対象事業所 

平成 f 5 年度の共同調査対象事業所の 選定については、 平成丁 5 年 1 0 月までに 

連絡協議会において 協議し、 決定するものとする。 

第 5  滞納整理 

1  基本方針 

センタ一において 実施する滞納整理 は 、 社会保険料等 ( 社会保険料 ( 健康保険料、 

厚生年金保険料及び 児童手当拠出金をい う 。 以下同じ。 ) 及びその延滞金を いう 。 以下 

同じ。 ) と 労働保険料等 ( 労働保険料 ( 特別保険料を 含む。 以下同じ。 ) 及びその延滞 

金 並びに追徴金をい う 。 以下同じ。 ) をいずれも滞納している 事業所 ( 個別加入事業場 

( 単独有期事業を 除く。 ) に係るものに 限る。 ) のうち、 社会保険事務所と 都道府県労 

働 局が共同して 納付督励することが 可能な事業所 ( 以下「共通滞納事業所」という。 ) 

について、 社会保険事務所と 都道府県労働局がセンタ 一において一元的に 納付督励、 

滞納処分、 滞納保険料の 収納等を実施するものとする。 

2  徴収職員及び 出納官吏 

Ⅲ 共通滞納事業所の 滞納整理に従事する 職員、 

センタ一において 共通滞納事業所の 滞納整理に従事する 職員は次のとおりとし、 

これらの職員のうち、 社会保険事務所の 職員は都道府県労働局に、 都道府県労働局 

の職員及び特定労働基準監督署の 職員 ( 以下「都道府県労働局等の 職員」という。 ) 

は 社会保険事務所に、 それぞれ併任 し、 併せて、 社会保険事務所の 職員は都道府県 

労働局の徴収職員並びに 分任収入官吏及び 分任歳入歳出覚現金出納官吏に、 都道府 

県 労働局等の職員は 社会保険事務所の 徴収職員に、 それぞれ任命する。 

なお、 都道府県労働局等の 職員を併任する 社会保険事務所及び 併任する社会保険 

事務所ごとの 併任職員数ヰこついては、 地方社会保険事務局長と 都道府県労働局長が 

協議の上、 決定するものとする。 

ア 社会保険事務所の 徴収職員であ って、 厚生保険特別会計の 収入官吏であ る者の 

う ち、 社会保険事務所長が 推薦する者 。 

イ 都道府県労働局又は 特定労働基準監督署の 徴収職員であ って、 労働保険特別会 

計の収入官吏であ る者のうち、 都道府県労働局長が 推薦する者 
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(2) 徴収職員等の 任免手続 

徴収職員並びに 分任収入官吏及び 分任歳入歳出覚現金出納官吏の 任免は 、 次によ 

り行 う ものとする。 
ア 任免は収入官吏等分免 簿 ( 参考様式 5) により行うこと。 

イ 任命したときは、 任命した徴収職員等の 職務に応じて、 徴収職員証票、 収入 官 

夷草又は歳入歳出覚現金出納官吏 章 ( 以下「収入官吏 章等 」という。 ) を交付する 

ナと 」 ， 。 

なお、 収入官吏 章 等を交付するときは、 各センターごとに 一連番号を付すこと。   
ウ 魚介したときは、 交付済みの収入官吏 章 等を返納させること。 

(3) 収入官吏 章 等の取扱い 

交付を受けた 収入官吏 章 等については、 次のとおり取り 扱うものとする。 

ア 収入官吏 章 等の携帯 

① 徴収職員は、 滞納者の財産について、 滞納処分又は 財産の調査を 行 う ときは、 

徴収職員証票を 必ず携帯し、 関係者から請求があ ったときは、 これを提示する 

，と   

② 収入官吏が歳入金を 収納する場合は 収入官吏 章を 、 歳入歳出覚現金出納官吏 

が 歳入歳出覚現金を 収納する場合は 歳入歳出覚現金出納官吏章を 必ず携帯し、 

納入者又は提出者から 請求があ ったときは、 これを提示すること。 

イ 収入官吏草筆の 亡失 

収入官吏 章等を 亡失した場合は、 亡失した収入官吏 章 等に応じ、 文書により遅 

滞なく次の事項を 社会保険事務所長又は 都道府県労働局長あ て報告すること。 こ 

の場合、 社会保険事務所の 職員は当該社会保険事務所のセンター 長を、 都道府県 

労働局等の職員は 亡失した収入官吏 章 等を交付した 社会保険事務所のセンター 長 

を経由し報告すること。 

① 亡失者の所属官署名 

② 亡失者の官職氏名 

③ 亡失した収入官吏 章 等の番号 

④ 亡失年月日 

⑤ 亡失場所及び 亡失時の事情の 概要 

⑥ その他参考事項 

(4) 官職氏名の表示 

社会保険事務所の 職員が都道府県労働局の 出納官吏に任命された 場合の官職氏名 

の表示は 、 次によるものとする。 

ア 分任収入官吏 

00 労働局 

主任収入官吏所属分任収入官吏 

厚生労働事務官 0000 

ィ 分任歳入歳出覚現金出納官吏 
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00 労働局 

主任歳入歳出覚現金出納官吏所属分任歳入歳出刃、 現金出納官吏 

厚生労働事務官 0000 

3  滞納整理の実施手順 

Ⅲ 共通滞納事業所の 選定 

ァ 滞納処分票の 配列 

社会保険事務所においては、 8 月下旬に 6 月分までの社会保険料等について 滞 

納 があ る事業所 ( 既に共通滞納事業所となっている 事業所を除く。 ) の滞納処分票 

を事業所整理記号の 順に配列する。 

イ 架台対象滞納事業一覧表の 作成 

都道府県労働局においては、 8 月下句に次の 処理を行 う ものとする。 

① 継続事業ト活有期事業を 含む。 ②において同じ。 ) 0 個別加入事業場 ( 既に 

共通滞納事業所となっている 事業場を除く。 ②において同じ。 ) について、 滞納 

事業名簿を基に 突 合 対象滞納事業一覧表 ( 参考様式 6) を作成する。 

② 契合対象滞納事業一覧表は、 当該一覧表を 作成する日において、 納付指定期 

限を経過してもなお 滞納となっている 継続事業の個別加入事業場のうち、 次の 

いずれにも該当しないもの ((a) から (c) までのいずれかの 基準については、 各都 

道府県の実情に 応じ、 連絡協議会の 判断によって、 一律に該当しないものとみ 

なすことができる。 ) ヰ こついてセンターが 設置された各社会保険事務所の 管轄区 

域ごとに事業主住所の 郡市区別に事業主名称を 五十音順に作成する。 
(a) 滞納している 労働保険料の 金額に相当する 納付の委託、 財産の差押え 又は 

担保の提供がなされているもの 

(b) 破産、 会社更生、 民事再生等の 手続を行っているもの 

(c) 延滞金若しくは 追徴金又はこれらの 徴収金のみの 滞納となっているもの 

(d) その他センタ 一で行 う ことが困難なもの ( あ らかじめ連絡協議会において 

定められた基準に 合致するものに 限る。 ) 

③ 作成した架台対象滞納事業一覧表は 、 各センター ( 社会保険事務所 ) ごとに 

封入 射減 し、 月末までに発送する。 

ク 滞納事業所の 突 合 

センター ( 社会保険事務所 ) 及び都道府県労働局 L こおいては、 9 月上旬に次の 

処理を行 う ものとする。 

① 都道府県労働局から 架台対象滞納事業一覧表の 送付を受けたセンター ( 社会 

保険事務所 ) においては、 アで 配列した滞納処分票の 事業所所在地及び 事業所 

名称と当該一覧表の 事業主住所及び 事業主名称を 突合する。 

② 契合の結果一致した 事業所のうち、 次のいずれにも 該当しないもの ((a) から 

(c@ でのいずれかの 基準については、 各都道府県の 実情に低 じ 、 連絡協議会の 

判断によって、 一律に該当しないものとみなすことができる。 ) を 共通滞納事業 

所 として架台対象滞納事業一覧表にその 旨 記載し、 その写しを都道府県労働局 
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に 返送する。 

(a) 滞納している 社会保険料の 金額に相当する 納付の委託、 財産の差押え 又は 

担保の提供がなされているもの 

(b) 破産、 会社更生、 民事再生等の 手続を行っているもの 

(c) 延滞金のみの 滞納となっているもの 

(d) その他センタ 一で行 う ことが困難なもの ( あ らかじめ連絡協議会において 

定められた基準に 合致するものに 限る。 ) 

③ 架台対象滞納事業一覧表の 返送を受けた 都道府県労働局は、 共通滞納事業所 

ごとに滞納事業処理経過カード ( 以下「経過カード」という。 ) を 2 部作成して 

1 部をセンタ一に 送付する。 この場合、 都道府県労働局において 納付督励を特 

定 労働基準監督署扱 い とする共通滞納事業所については、 経過 ヵ一ドの 余白に 

当該事業所の 取扱監督署名を 記載するものとし、 経過カードをさらに 1 部作成 

して当該監督署に 送付する ((5) の ア の①及び②において、 経過カードを 更新し 

た場合において 同じ。 ) 。 

なお、 経過カードの 送付を受けたセンタ 一においては、 共通滞納事業所の 滞 

納 処分票及び経過カードを 共通滞納整理事蹟 票 として同一のファイルに 格納し 

保管するものとする。 

(2) 納付督励 

ア 納付督励の実施方法 

センタ一における 共通滞納事業所への 納付督励は、 原則として、 次のとおり 行 

ぅ ものとする。 

① 電 言舌による 納 4 才督励 

(a) センタ一において、 都道府県労働局に 併任され、 かっ、 当該都道府県労働 

局の徴収職員並びに 分任収入官吏及び 分任歳入歳出覚現金出納官吏に 任命さ 

れた社会保険事務所の 職員 ( 以下「 社保 担当者」という。 ) が共通滞納事業所 

の事業主又は 担当者 ( 以下「共通滞納事業主等」という。 ) に電話して納付督 

励を行 う 場合 は 、 社会保険料等に 併せて労働保険料等についても 納付督励を 

実施するものとする。   

(b) 都道府県労働局又は 特定労働基準監督署において、 社会保険事務所に 併任 

され、 かっ、 当該社会保険事務所の 徴収職員に任命された 都道府県労働局 等 

の 職員 ( 以下「労働担当者」という。 ) が共通滞納事業主等に 電話して納付督 

励を行 う 場合は、 労働保険料等に 併せて、 坪田又は臨場による 納付督励の際 

に社保 担当者から交付を 受けた滞納処分票の 写しにより社会保険料等の 滞納 

類等 が 把握できるもの ( ③及び④において「把握可能事業所」という。 ) のみ、 

社会保険料等についても 納付督励を実施するものとする。 

② 呼 出による納付督励 

(a) 社 保 担当者が共通滞納事業主等をセンタ 一に呼び出して 納付督励を行 う場 

合は、 都道府県労働局又は 経過カードに 記載された特定労働基準監督署にお 
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いて当該事業所を 担当する労働担当者と、 労働担当者が 共通滞納事業主等を 

センタ一に呼び 出して納付督励を 行 う 場合は、 センタ一において 当該事業所 

を担当する 社保 担当者と呼 出 日時を調整の 上、 社 保 担当者が呼 出 日時並びに 

社会保険料等及び 労働保険料等の 滞納額を記載した 来所 通知書 ( 参考様式 7) 

又は差押予告通知書 ( 参考様式 8) を作成し、 当該事業所へ 送達する。 

なお、 通知に係る問い 合わせ先は、 社保 担当者とする。 

(b) 共通滞納事業主等から 通知日時に来所できない 旨の連絡があ り、 その理由 

を聴取した結果やむを 得ないと認めるときは、 社保 担当者は日時の 変更等適 

切な措置を講じた 後、 労働担当者に 対しその 旨 連絡するものとする。 

(c) 共通滞納事業主等の 来所当日は、 労働担当者は 社 保 担当者から、 当日納付 

督励する共通滞納事業所の 滞納処分票の 写しの交付を 受けるものとする。 

(d) 共通滞納事業主等が 予定時刻を過ぎても 来新 しない場合は、 社保 担当者と 

労働担当者は 対応を協議し、 決定する。 

なお、 労働担当者が 帰庁 後 又は来前前に 共通滞納事業主等が 来 所 したとき 

は 、 社保 担当者が労働保険料等も 含めて納付督励を 実施するものとする。 

③ 臨場による納付督励 

(a) 社保 担当者又は労働担当者が 共通滞納事業所に 赴き納付督励を 行 う 場合に 

おいて、 事前に日程を 調整し共同で 臨場することが 可能なときは、 当日一緒 

に臨場し納付督励を 行 う ものとする。 この場合、 臨場時に労働担当者は 社 保 

担当者から当該事業所の 滞納処分票の 写しの交付を 受けるものとする。 

なお、 臨場するも共通滞納事業主等が 不在のため納付督励できないときは、 

社保 担当者と労働担当者は 対応を協議し、 来所 通知書を差し 置く等の措置を 

講ずるものとする。 

(b) 社保 担当者と労働担当者が 一緒に臨場することができない 共通滞納事業所 

については、 社保 担当者は労働保険料等も 含め、 労働担当者は 把握可能事業 

所のみ社会保険料等も 含め、 それぞれ納付督励を 実施するものとする。 

④ 事業主の自発的 来所 等に よ る納付督励 

共通滞納事業主等の 自発的な 来 坊や電話などにより、 センタ一において 社保 

担当者が納付督励を 行 う ときは労働保険料等も 含め、 都道府県労働局又は 特定 

労働基準監督署において 労働担当者が 納付督励を行 う ときは、 把握可能事業所 

のみ社会保険料等も 含め、 それぞれ実施するものとする。 

ィ 納付督励の留意事項 

の 労働担当者が 単独で納付督励を 実施した場合において、 社会保険料等の 納付 

又は納付委託の 申出があ ったときは、 その旨を社 保 担当者に連絡するとともに、 

納付手続についての 必要なあ っせんを行 う ものとする。 

② 納付督励において、 共通滞納事業主等に 署名押印を求める 場合は、 経過 カ一 

ド の事蹟欄は使用せず、 別に任意の書式を 作成の上、 署名押印させるものとす 

る。 
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なお、 社会保険料等及び 労働保険料等の 債務を併せて 承認はせ、 かっ、 納入 

誓約させる場合には、 未納保険料等の 債務承認及び 納入誓約書 ( 参考様式 9) 

により行 う よ う 努めるものとする。 

(3) 滞納処分 

ア センタ一における 滞納処分の原則 

センター ( 社会保険事務所 ) において実施する 滞納処分は、 差押えに始まり 換 

価 又は取立てを 経て配当に至る 手続を行政機関が 直接執行する 狭義の滞納処分と、 

他の行政機関、 裁判所、 執行官及び破産管財人 ( 以下「執行機関」という。 ) によ 

って開始された 執行手続に参加して 配当を受ける 交付要求 ( 参加差押えを 含む。 ) 
とに大別されるが、 これらの手続の 実施については、 センター自体が 社会保険料 

と労働保険料の 徴収機関ではないことから、 社会保険料等については 社会保険 事 

務 所名で、 労働保険料等については 都道府県労働局名でこれらの 手続を実施する 

ものとする。 ただし、 次に該当する 労働保険料等に 係る滞納処分手続は、 その 処 

分 、 処分後に生じる 手続、 滞納者の財産に 対する第三者の 権 利義務等との 関係上 

不都合が生じることから、 センター ( 社会保険事務所 ) ではなく都道府県労働局 

が 実施するものとする。 

の 次の手続を要する 財産の差押え 

(a) 徴収職員による 財産の占有又は 封印、 公示 書 、 縄張り等による 差押えの 表 

示 が必要なもの ( 滞納者が所持する 現金及び歳入納付に 使用できる有価証券 

並びに金銭の 給付を目的とする 有価証券で当該金銭債権 を取立てることがで 

る き ものを除く。 ) 

(b) 登記 X は登録を関係機関に 嘱託しなければならないもの ( 電話加入権 を含 

む 。 ) 

(c) その財産について 質権 、 抵当権 、 先取特権 等の権 利を有する者又は 執行機 

関に対して差押えを 実施したことを 通知しなければならないもの 

(d) 第三債務者に 対する債権 差押通知書の 送達手続を交付送達以覚の 方法で行 

う もの 

②参加差押え 又は交付要求 ( イの ③に該当する 場合を除く。 ) 
③ 庁費 によって立替えをし、 その後、 その要した費用を 滞納処分 費 として徴収 

しなければならないもの 

④ 差押え又は参加差押え 若しくは交付要求の 解除、 差し押さえた 財産の換価又 

は取立て ( 即時に滞納 額 に充当する場合を 除く。 ) 、 配当、 差押換え等及びこれ 

らの処分に引き 続くもの 

ィ 共通滞納事業所に 対する差押え 等 

① 差押えを行 う 職員、 
共通滞納事業所の 財産の差押えは、 社保 担当者が行 う ものとする。 ただし、 

ア のただし書により 都道府県労働局が 実施すべきものとしたものについては、 

社保 担当者からの 連絡を受けて 都道府県労働局の 労働担当者が 行 う ものとする。 
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また、 共通滞納事業所が 国税通則法 ( 昭和 3 7 年法律第 6 6 号 ) 第 3 8 条 第 1 

項 各号のいずれかに 該当するときは、 労働担当者は 社 保 担当者と調整の 上、 労 

働保険料等に 係る差押えを 行 う ことができるものとする。 

② 財産の調査 

共通滞納事業所の 財産調査を行 う 場合は、 社保 担当者は社会保険事務所の 徴 

収 職員の権 限により、 労働担当者は 都道府県労働局又は 特定労働基準監督署の 

徴収職員の権 限により行 う ものとし、 労働担当者の 行った調査結果については、 

調査後速やかに 社保 担当者に伝達するものとする。 ただし、 社保 担当者が都道 

府県労働局の 徴収職員として 差押えをするために、 捜索又は債権 証書の取上げ 

を行 う 必要があ るときは、 当該捜索又は 取上げは、 都道府県労働局の 徴収職員、 
の権 限により行 う ものとする。 

なお、 社保 担当者が都道府県労働局の 徴収職員として 取上げた証書について 

は、 社会保険とは 別の取上債権 証書等支払整理 簿 ( 労働保険滞納様式第 2 3 号 ) 

によりセンター 長が保管し、 その経過を明らかにするものとする。 

③ 差押え 

社保 担当者が共通滞納事業所の 財産にっき差押えを 行 う ときは、 社会保険料 

等と労働保険料等は 別々の財産をもって 行い、 先に社会保険料等について 差し 

押さえる財産を 選択し 、 次いでその他の 財産につき労働保険料等について 差し 

押さえる財産を 選択するものとする。 ただし、 労働保険料等については、 社会 

保険料等についての 差押えのために 選択した財産をもって、 社会保険料等の 滞 

納 額 全額に充当してなお 残余の金額が 見込まれるときは、 その配当を受けるた 

めの交付要求 ( その財産が ア の①の (c) に掲げる権 利者への通知を 要するもの 又 

は 譲渡担保財産その 他の交付要求できる 要件が限定されているものを 除く。 ) を 

社会保険事務所に 対し行うことを 優先し、 その配当をもってしてもなお 不足が 

生じると見込まれる 場合に、 その他の財産につき 差し押さえる 財産を選択する 

ものとする。 

なお、 この場合の交付要求は、 労働保険料等の 配当順位の優先を 保持するた 

め、 社会保険事務所に 対する都道府県労働局の 交付要求書をセンタ 一において 

作成するものとする。 

④ 差押えに係る 情報伝達 

(a) 社 保 担当者が都道府県労働局の 徴収職員として 差押え 又は 社会保険事務所 

に対する交付要求を 行ったときは、 速やかに都道府県労働局の 労働担当者 L こ 

これを引き継ぐものとする。 

(b) 社 保 担当者は、 社会保険事務所の 徴収職員としての 差押えに当たって 、 差 

し押さえる財産を 選択した結果、 財産が他にも 存在し、 当該財産が ア の①若 

しくは③に該当する 場合又は既に 滞納処分による 差押えがされている 場合に 

は 、 差押え執行双に 都道府県労働局の 労働担当者に 対して必要な 情報を提供 

ずるものとする。 
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(c) 都道府県労働局で 行った差押えに 対して、 センタ一に他の 執行機関から 参 

加差押え、 交付要求等の 通知があ った場合は、 到達日時を当該通知書に 記載 

した上で、 速やかに都道府県労働局の 労働担当者に 引き継ぐものとする。 
⑤ 労働保険の滞納処分に 必要な帳 票 

センタ一において、 都道府県労働局 ( 長 ) 名による施行が 必要な滞納処分 関 

係の帳 票については、 都道府県労働局物品管理官は、 必要な公印の 巨日農 2 を印刷 

した帳 票を随時払い 出すものとする。 
⑥ 労働保険料等についての 差押調書の作成 

(a) 記載事項 

差押調書には、 次の事項を記入すること。 

⑦ 滞納者の氏名及び 住所又は居所 

⑦差押えに係る 保険料等の年度、 区 ( 期 ) 分 、 納付期限及び 金額 

㊥ 差押財産の名称、 数量、 性質及び所在 

㊥ 差押調書の作成年月日 

(b) 署名押印 

差押調書を作成したときは、 これに都道府県労働局の 徴収職員として 署名 

OX は 言己名 ) 押印すること。   

(c) 立会人の署名押印 

捜索して差押えをしたときは、 差押調書に、 国税徴収 法 ( 昭和 34 年法律 

第 14 7 号 ) 第 142 条の規定により 捜索した目並びにその 日時及び場所を 

記入し、 立会人の署名 ( 又は記名 ) 押印を求めること。 立会人がこれを 拒む 

か、 又はこれをすることができない 場合は、 その理由を付記すること。 

(d) 差押財産目録の 作成 

差押財産の種類、 数量等が多いため、 差押調書の「差押財産」欄に 記入し 

きれない場合は、 当該 欄に 「別紙差押財産目録のとおり」と 記入し、 差押 財 

産 目録を作成すること。 

(4) 出張に際しでの 携帯書類 

ア 社保 担当者の携帯書類 

社保 担当者が、 共通滞納事業所の 滞納整理のため 出張する場合は 、 次の書類を 

携帯するものとする。 ただし、 労働担当者と 一緒に出張する 場合にあ っては、 都 

道府県労働局に 関する書類の 携帯を省略して 差支えないものとする。 
① 滞納処分に必要なもの 

(a) 社会保険事務所の 徴収職員証票 

(b) 都道府県労働局の 徴収職員証票 

(c) 社会保険事務所の 差押調書、 差押書及び差押通知書 

(d) 都道府県労働局の 差押調書及び 差押通知書 

(e) 社会保険事務所の 封印用紙及び 公示 書 

Ⅲ 社会保険事務所の 登記簿閲覧申請用紙 
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② 収納に必要なもの 

(a) 社会保険事務所の 収入官吏章及び 歳入歳出覚現金出納官吏 章 

(b) 都道府県労働局の 収入官吏章及び 歳入歳出覚現金出納官吏 章 

(c) 社会保険事務所の 現金領収証書、 納付受託証書及び 歳入歳出覚現金領収証 

目妻 

(d) 都道府県労働局の 現金領収証書、 納付受託証書及び 歳入歳出覚現金領収証 

目圭 

(e) 社会保険事務所の 現金払込 書 

㈲ 都道府県労働局の 現金払込 書 

③ その他 

(a) 認印、 朱肉 

(b) 共通滞納整理事蹟 票 

(c) カバン、 ノリ、 電卓、 筆記 具 

(d) その他必要と 思われるもの 

イ 労働担当者の 携帯書類 

労働担当者が、 共通滞納事業所の 滞納整理のため 出張する場合は 、 次の書類を 

携帯するものとする。 

なお、 当該事業所に 社会保険料等も 併せて納付督励することになる 場合には、 

これらの書類に 加え、 社会保険事務所の 徴収職員証票及び 社会保険料等に 係る滞 

納処分票の写しを 携帯するものとする。 

① 滞納処分に必要なもの 

(a) 都道府県労働局の 徴収職員証票 

(b) 都道府県労働局の 差押調書、 差押書及び差押通知書 

(c) 都道府県労働局の 封印用紙及び 公示 書 

(d) 都道府県労働局の 登記簿閲覧申請用紙 

② 収納に必要なもの 

、 ㈲ 都道府県労働局の 収入官吏章及び 歳入歳出覚現金出納官吏 章 

(b) 都道府県労働局の 現金領収証書、 納付受託証書及び 歳入歳出覚現金領収証 

三 % 

(c) 都道府県労働局の 現金払込 書 

③ その他 

(a) 認印、 朱肉 

(b) 経過カード 

(c) カバン、 ノリ、 電卓、 筆記 具 

(d) その他必要と 思われるもの 

(5) センタ一における 共通滞納事業所の 管理 

ア 管理の方法 

センター ヰ こおいては、 共通滞納整理事蹟 票 によるほか、 必要に応じて 滞納整理 
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簿 ( 参考様式 1 0) を作成し、 共通滞納事業所の 滞納整理状況の 管理に努めるも 

のとする。 
なお、 共通滞納整理事蹟票の 事蹟の更新等に 伴 う 経過カードの 取扱いは、 原則 

として次のとおりとする。 
① 社保 担当者が単独で 行った納付督励等により、 経過カードに 追記が生じたと 

きは、 社保 担当者は追記した 経過カードの 写しを都道府県労働局の 労働担当者 

に送付し、 当該労働担当者は、 更新後の経過カードを 2 部作成して 1 部を当該 

社保 担当者に送付するものとする。 

なお、 当該 社保 担当者は、 経過カードを 最新のものと 差し替えるものとする。 

② 労働担当者が 単独又は社 保 担当者と共同で 行った納付督励等により、 経過 カ 

一ドに 追記が生じたときは、 都道府県労働局の 労働担当者は、 更新後の経過カ 

ードを 2 部作成して工部を 社 保 担当者に送付するものとする。 

なお、 当該 社保 担当者は、 経過カードを 最新のものと 差し替えるものとする。 

イ 滞納解消時の 取扱い 

社会保険料等又は 労働保険料等の 滞納が解消 ( 納付義務が消滅した 場合を除 

  く 。 ) したことにより 共通滞納事業所に 該当しなくなった 場合は、 その滞納が解消 

した日の属する 年度の翌年度 4 月 3 0 日までに限り 引き続き共通滞納事業所とし 

て取り扱うものとする。 

4  労働保険料等の 収納 

センタ一における 労働保険料等の 収納事務処理は、 原則として、 次のとおりとする。 

Ⅲ 徴収金の出納保管 

ア 歳入金の収納 

① 社保 担当者が納入者から 労働保険料等を 現金 スは 証券 ( 歳入納付に使用でき 

る 証券を いう 。 以下同じ。 ) で納付を受けたときは、 現金領収証書 ( 労働保険収 

入様式第 3 2 号 ) に必要な事項を 記入し、 領収証書を納入者に 交付すること。 

ただし、 次のいずれかに 該当する場合は、 当該保険料の 領収は行わず、 都道府 

県 労働局労働保険徴収 課 ( 室 ) 0 東京労働局においては 徴収 課 。 以下「労働保険 

徴収 課 」という。 ) において納付するよ う 指導すること。 

(a) 納入告知 書 又は納付書の 添付がなく、 かつ、 経過カード と 架台できないも 

の 

(b) 労働保険事務組合に 事務処理を委託する 事業又は単独有期事業に 係る労働 

保険料等であ るもの 

② 歳入金が郵便又は 信書 優 によりセンター ( 社会保険事務所 ) に送付された 場 

合は、 同封の納入告知 書 又は納付 書 ( 納入告知 書 又は納付書の 添付がないもの 

については経過カード ) と現金又は証券を 突合して労働保険料等であ ると特定 

・できるときはこれを 収納し 、 ①の方法により 領収証書を作成して、 当該領収証 

書を納入者に 送付すること。 ただし、 労働保険事務組合に 事務処理を委託する 

事業及び単独有期事業に 係る歳入金については、 遅滞なく労働保険徴収 課へ回 
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送づ - ること。 

イ 現金領収証書の 取扱い及び保管 

① 社保 担当者が都道府県労働局物品管理官より 現金領収証書の 交付を受けたと 

きは、 直ちに現金領収証書綴の 全紙数を点検すること。 

なお、 現金領収証書綴の 点検を行った 結果、 都道府県労働局物品管理官が 行 

った 確認と符合しない 場合は 、 直ちに都道府県労働局物品管理官に 申し出て訂 

正してもら ぅ こと。 

② 現金領収証書綴の 点検を終了したときは、 表紙に交付を 受けた年月日、 セン 

タ 一名及び官職氏名を 記入すること。 

③ 現金領収証書の 作成に当たっては、 次の点に留意するものとする。 

(a) 現金領収証書は 歳入金を領収したときに 作成し、 事前に作成しないこと。 

(b) 現金領収証書の 記入はボールペンにより 行 う こととし、 記入枠には標準字 

体を用いること。 

④ 現金領収証書 綴は 、 使用時以覚は 現金出納簿等とともに 社保 担当者ごとにま 

とめて社会保険事務所の 徴収主務課長が 金庫又は施錠のできる 堅固な容器に 必 

ず格納保管すること。 

ウ 現金領収証書の 記入方法 

① 現金領収証書は 、 第 1 片は領収 済 報告書 ( 都道府県労働局労働保険特別会計 

歳入徴収 官 ( 以下「歳入徴収 官 」という。 ) に送付するもの ) 、 第 2 片は領収証 

書 ( 納入者に交付するもの ) 、 第 3 片は原 符 03 枚同時複写の 形式となっており   

次により記入すること。 

(a@  「平成 年度」欄は、 収納した日の 属する年度を 記入すること。 ただし、 

出納整理期間中に 収納したときは、 当該歳入金の 所属年度を記入すること。 

(b@  「労働保険番号」欄は、 労働保険番号を 記入すること。 

(c)  「会計年度」、 「 徴 定年度」、 「収納区分」、 「収納年月日」、 「 認決 区分」、 「 徴 

定 」及び「データ 指示コード」欄は、 別表の「現金領収証書 ( 領収 済 報告書 ) 

に 使用され・ る 記入項目及びコード」の 該当 コ一 ドを 記ス，すること。 

(d@  「住所・氏名」欄は、 納入者が法人であ る場合は事業場所在地及び 法人の 

名称、 個人経営の事業場であ る場合は事業場所在地、 事業場の名称及び 事業 

主格、 個人の場合は 個人の住所及び 氏名を記入すること。 

なお、 労働保険料等の 納付について 正当な利益を 有する第三者若しくは 納 

付者の同意を 得た第三者又は 第二次納付義務者が 納付する場合は、 唯所 ・氏 

名」欄に当該第姉者又 は 第二次納付義務者の 住所及び氏名を 記入し、 余白に 

本来の納付義務者の 住所及び氏名を 付記すること。 

(e@  「徴収勘定」欄は、 徴 定年度、 期 別 ごとに次に 29 記入すること。 

⑦ 「保険料」は、 金額の頭部に「 辛 」を付して領収した 保険料の金額を 記 

入し、 右端部の欄に 当該保険料の 徴定年度を記入すること。 併せて、 当該 

保険料が概算保険料の 場合は「概算 第 期分」にその 納付すべき期を 記入 
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し 、 増加概算保険料の 場合は「増加概算・ 確定」の「増加概算」の 文字列 

を、 確定保険料の 場合は「確定」の 文字列をそれぞれ「 0 」で囲むこと。 

① 「追徴金」は、 金額の頭部に「 辛 」を付して領収した 追徴金の金額を 記 

入すること。 

㊥ 「延滞金」は、 金額の頭部に「 辛 」を付して領収した 延滞金の金額を 記 

入し、 右端部の欄に 計算の期間となった 年月日及び日数を 記入すること。 

㈹ 「合計額」欄は、 金額の頭部に「 辛 」を付して領収した 歳入金の金額を 記 

入すること。 

なお、 「備考」は、 証券仕訳 簿 ( 労働保険収入様式第 3 7 号 ) を兼ねている 

ものであ るから、 歳入金を証券で 受領した場合は、 当該証券の種類、 記号 番 

号 、 金額、 振出人及び支払人の 氏名その他必要事項を 記入し、 現金で受領し 

た場合は、 当該欄を斜線で 抹消すること。 

(9) 記入した事項を 再確認し、 領収年月日及び 領収者の官職氏名を 記入し、 私 

印を押印し、 左側及び上部に 原 待 との割印をして 納入者 ヰこ 交付すること。 

㈹ 歳入金の一部を 証券で受領したときは、 現金領収分と 証券領収分を 分けて 

作成すること。 

Ⅲ 出納整理期間中において 新旧両年度にわたる 歳入金を領収するときは、 そ 

れぞれの年度ごとに 領収証書を交付すること。 

② 現金領収証書に 記入すべき事項を 誤って記入したときは、 領収金額及び 領収 

年月日に係る 誤記は書損とし、 納入者の住所又は 氏名に係る誤記で 重要なもの 

( 例えば、 他人の氏名を 記入した場合 ) は、 書損とし、 その他の場合 は 訂正を 

行 う こと。 訂正を行 う 場合は、 3 枚複写により 2 本線で抹消することとし、 抹 

消した箇所 3 枚に訂正 印 ( 私印 ) を必ず押印すること。 

なお、 書損の現金領収証書は、 再度使用することができないよう 3 枚とも斜 

線。 (X 印 ) を引き、 「書損」と表示し、 右側余白に書損とした 理由及び書損後の 

経過 ( 例えば、 「 次 葉にて領収」、 「納付受託証書 第 0 号で受託」等 ) を簡潔に記 

入し、 3 枚ともセンター 長の確認印 ( 私印 ) を受け、 現金領収証書 綴に 残して 

おくものとする。 

工 現金領収証書を 亡失した場合の 措置 

社保 担当者が現金領収証書を 紛失、 盗難その他の 事由により亡失したときは、 

最寄りの警察署へ 亡失の届出を 行い、 センター長は 速やかに現金領収証書亡失報 

告書 ( 参考様式 1 1) により都道府県労働局長に 亡失の報告をすること。 

なお、 報告を受けた 都道府県労働局長は、 都道府県広報等に 登載する等適宜な 

方法により無効公告を 行 う とともに、 遅滞なく厚生労働省労働基準局労働保険徴 

収課長あ て亡失の報告をすること。 

オ 歳入徴収 官 に対する報告 

社保 担当者は、 歳入金を領収した 場合 t こは、 領収の都度又は 1 日分を取りまと 

めて、 領収 済 報告書 ( 労働保険収入様式第 3 2 号 ) に官職氏名を 記入し、 私印を 
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押印した上で、 歳入徴収 官 に報告すること。 

なお、 報告に当たっては、 現金払込 書 ( 労働保険収入様式第 3 3 号 ) と同時 複 

写で 作成した収入官吏領収 済 報告書送付票 ( 労働保険収入様式第 1 6 号 ) に領収 

済 報告書を添付し、 センター長の 確認を得ること。 

力 領収 済 報告書の誤びゆう 訂正 

① 社保 担当者は、 領収 済 報告書の記載事項について 誤 びゅうを発見したときは、 

直ちにセンター 長に報告の上、 歳入徴収 官 にその訂正を 請求すること。 

② 社保 担当者は、 歳入徴収官から 当該 社保 担当者が収納した 歳入金の所属年度、 

所管 名 、 会計 名 又は取扱 庁名は ついて、 誤 びゅう訂正の 請求があ ったときは、 

当該 誤 びゅうを訂正し、 その旨をセンター 長に報告の上、 歳入徴収 官 に通知す 

ること。 

(2) 歳入金の払込み 

ア 歳入金の払込み 

① 社保 担当者が日本銀行本店、 支店、 代理店又は歳入代理店 ((4) の イ を除き、 

以下単に「日本銀行」という。 ) の所在する在勤 地 において現金又は 証券を領収 

したときは、 金額の如何にかかわらず 領収の日又はその 翌日 ( 当該翌日が日曜 

日若しくは土曜日、 国民の祝日に 関する法律 ( 昭和 2 3 年法律第 1 7 8 号 ) に 

規定する休日又は 1 月 2 日、 同月 3 日若しくは 1 2 月 3 1 日に当たるときは、 

これらの日の 翌日を当該翌日とみなす。 ②において同じ。 ) に日本銀行に 払い込 

むこと。 

② 社保 担当者がその 在勤地覚で現金又は 証券を領収した 場合は、 その地に日本 

銀行が所在するときは、 領収の日又は 翌日に日本銀行に 払い込むこととし、 そ 

の 地に日本銀行が 所在しないときは、 帰庁の 日 又はその翌日に 在勤地の日本銀 

何 に払い込むこと。 

イ 現金払込書の 作成 

社保 担当者が領収した 現金又は証券の 払込みをするときは、 次により現金払込 

書を作成すること。 

① 現金払込 書は 、 歳入金所属年度別に 作成すること。 

② 現金払込書には 年度、 取扱 庁名 、 払込金額その 他の必要事項及び 社保 担当者 

の官職氏名を 記入し、 第 2 片に社 保 担当者の私印を 押印すること。 

③ 払込番号は社 保 担当者ごとに 1 年度間の通し 番号とする。 ただし、 出納整理 

期間に払込みをしようとするときは、 前年度の歳入金となるものについては 前 

年度からの通し 番号を、 新年度の歳入金となるものについては 新たな番号を 使 

用すること。 したがって、 出納整理期間中の 番号は 2 本立てとなるものであ る 

， と   

④ 証券を払い込むときは、 現金払込書の 下部右側の「 証 」の文字を「 0 」で囲 

み、 現金の払込みと 区分して払い 込むこと。 

ゥ 証券仕訳書 
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領収した証券を 払い込むときは、 現金払込書に 次により作成した 証券仕訳書 ( 労 

働保険収入様式第 3 4 号 ) を添えて払い 込むこと。 

① 証券仕訳書は、 年度を区分することなく 払込みをしょうとする 証券全部につ 

いて、 証券の種類、 記号番号、 券面金額その 他の必要事項及び 社保 担当者の官 

職氏名を記入し、 私印を押印した 上、 これを表紙として 証券を一括して 払い込 

むこと。 

② 証券仕訳書は、 複写により正副 2 通作成し、 副本は現金払込書の 領収証書に 

添付しておくこと。 

ユ 現金払込書の 領収証書の取扱い 

社保 担当者が歳入金の 払込みをしたときは、 払込みをした 日本銀行からその 払 

込みに対する 領収証書の交付を 受け、 交付を受けた 領収証書は、 各社 保 担当者が 

月分を取りまとめ、 これに官職氏名、 枚数及び金額を 記入した仕切紙を 付して 保 

管すること。 

なお、 編集した領収証書 は 、 収入金現金出納計算書の 証拠書類となるものであ 

るから、 年度末において 当該年度の各月を 取りまとめ、 官職氏名、 枚数及び金額 

を 記入した表紙を 付して編集し、 これを都道府県労働局労働保険徴収 課 ( 室 ) 長 

( 東京労働局においては 徴収課長。 以下「労働保険徴収課長」という。 ) ( 主任 収 

大官吏 ) に引き渡すこと。 
  

オ 現金払込仕訳書 

社保 担当者は、 領収及び払込みの 有無にかかわらず、 現金出納簿 ( 収入官吏用。 

労働保険収入様式第 3 6 号 ) に よ り毎月現金払込仕訳書 ( 労働保険収入様式第 3 

5 号 ) を作成し、 速やかにセンター 長の確認を得た 上で、 翌月 5 日までに労働保 

険徴収課長 ( 主任収入官吏 ) に送付すること。 

(3) 現金等の保管 

ア 現金等の保管 

① 社保 担当者が領収した 現金又は証券で、 払込未済のものがあ るときは、 これ 

を金庫又 は 施錠のできる 堅固な容器に 必ず格納保管すること。   

② 保管中の現金は、 私金と混同してはならないこと。   

③ 社会保険料等と 同一の容器に 保管する場合は、 社会保険料等と 労働保険料等 

を区分して格納保管すること。 

イ 現金亡失の報告 

社保 担当者が自己の 保管に係る現金又は 証券を亡失した 場合は、 センター長は 、 

遅滞なく現金・ 証券亡失報告書 ( 参考様式 1 2) により、 都道府県労働局長に 報 

吾すること。 

㈲ 歳入納付に使用できる 証券の取扱い 

ア 歳入納付に使用できる 証券 

歳入納付に使用できる 証券は 、 次に掲げるものとし、 その金額が納付金額を 超 

過しないものに 限るものであ ること。 ただし、 国債証券の利札は、 当該利札に対 
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ずる利子支払の 際課税される 租税に相当する 額を控除した 額が、 納付金額を超過 

しないものであ ること。 

① 小切手 

持参人仏式又は 記名式持参人 私 のもの 

② 国債証券の利札 

支払期の到達したもの ( 記名式のものを 除く。 ) 

③ 郵便為替証書 

労働保険徴収 課 ( 長 ) を受取人としたもの 又は受取人を 指定しないもの 

④ 郵便振替払出証書 

労働保険徴収 課 ( 長 ) を受取人としたもの 

イ 歳入納付に使用できる 小切手の制限 

歳入納付に使用できる 小切手は 、 次の要件を備えたものであ ること。 

の 政府若しくは 地力公共団体の 振り出した小切手又は 日本銀行の公庫等預託金 

取扱規程 ( 昭和 25 年大蔵 省令第 3 1 号 ) 第 1 条の 2 に規定する公庫等の 振り 

出した小切手は、 振出日付から 1 年を経過していないものであ って、 指図禁止 

されていないものであ ること。 

② ①以外の小切手については、 振出日付から 1 0 日を経過しないもので、 手形 

交換所に加入している 金融機関 スは 当該金融機関に 手形交換を委託した 金融機 

関を支払人としたものであ ること。 

③②の小切手については、 t 通の金額又は 1 ロの納入に使用する 小切手の合計 

金額が 300 万円以上であ るときは、 支払金融機関の 支払保証が必要であ るこ 

と 。 ただし、 次の場合にはその 支払保証を必要としないものであ ること。 

(a) 日本銀行本店、 支店又は国庫金出納事務の 取扱いをする 日本銀行の代理店 

若しくは歳入代理店であ る金融機関を 支払人とした 小切手であ ること。 

(b) ②に掲げる金融機関を 支払人としたその 金融機関振出しの 小切手であ るこ 

と 。 

ウ 証券の受領拒否 

歳入納付に使用できる 証券が次のいずれかに 該当する場合は、 受領を拒絶する 

ことができる。 

の証券の呈示期間又は 有効期間が満了までに 3 日以内のもので、 その呈示期間 

又は有効期間内に 支払人に呈示して 支払を受けることができないと 認められる 

とき 

② 支払が不確実と 認められるとき 

③ 社保 担当者が在勤 地 で証券を受領するときにおいて、 当該証券の支払場所が 

在勤地覚であ るとき 

④ 社保 担当者が在勤地覚で 証券を受領するときにおいて、 当該証券の支払場所 

が 払込みをする 日本銀行の所在地以覚の 地域であ るとき 

ユ 受領した証券の 取扱い 
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① 社保 担当者が受領した 証券で次の要件を 備えたものは、 (2) の ア に よ り払い込 

むこと。 

(a) 証券の支払場所が 日本銀行 ( 郵便局を除く。 ) の所在地にあ るもの 

(b) 日本銀行に到達後、 呈示潮間又は 有効期間の満了までに 3 日以上余裕のあ 

るもの 

② ①の証券のうち、 郵便為替証書で 労働保険徴収 課 ( 長 ) を受取人として 指定 

したもの又は 郵便振替払出証書は、 受取人の権 利を日本銀行に 譲渡するため、 

郵便為替証書又は 郵便振替払出証書の 裏 面に 2 条の平行線を 引き、 日本銀行に 

払い込むこと。 

③ 社保 担当者が受領した 証券で払込みができないものは、 社保 担当者は遅滞な 

くその支払人に 呈示して支払を 求めること。 

オ 受領証券が支払拒絶を 受けた場合の 取扱い 

① 社保 担当者は、 労働保険徴収課からの 連絡により、 受領した証券が 支払拒絶 

を受けたことを 知ったときは、 直ちに不渡証券に 係る領収 済 額を取り消し、 そ 

の現金領収証書 原得 に斜線を引き「下波のため 取消 0 円 」と表示して、 センタ 

一 長の確認印 ( 私印 ) を受けること。 この場合において、 領収 済 報告書を歳入 

徴収 官 に送付していないときは、 領収 済 報告書に斜線を 引き、 「下波のため 取消 

0 円 」と表示して 歳入徴収 官 に送付すること。 

なお、 労働保険徴収 課は 、 証券領収 済 領取 消 決議 書 ( 労働保険収入様式第 4 

1 号の 1) の作成、 証券領収 済領 取 消 報告書 ( 労働保険収入様式第 4 1 号の 2) 

による歳入徴収官への 報告、 証券領収 済 領取 消 通知書 ( 労働保険収入様式第 4 

1 号の 3) による納入者への 通知、 納入者への下波証券の 返還その他の 必要な 

処理を行うこと。 

② 労働保険徴収 課が 納入者に不渡証券を 返還したときは、 センター長にその 旨 

連絡することとし、 社保 担当者は、 当該連絡に基づき 現金領収証書の 原 符に 回 

収年月日を記入してセンター 長の確認印 ( 私印 ) を受けること。 
力 証券の偽造、 変造等 

郵便若しくは 信書 優 によって納付された 証券が受領できないもの 又は受領した 

証券が偽造、 変造若しくは 違式なものであ るときは、 当該証券の受領証書と 引換 

えに当該証券を 納付者に返付すること。 

キ 証券を亡失したときの 処置 

0  社 保 担当者が証券を 紛失、 盗難その他の 事由により亡失したときは、 最寄り 

の警察署へ亡失の 届出を行い、 (3) の イ に準じて速やかに 報告すること。 

なお、 報告を受けた 都道府県労働局長は 、 直ちに次により 処置すること。 

(a) 支払場所であ る金融機関へ 証券を亡失した 旨を通知すること。 この場合、 

関係金融機関 ( 他の銀行、 手形交換所等 ) へも併せて通知すること。 

(b) 新聞、 機関紙、 掲示板等によって 証券の無効公告をすること。 

(c) 証券の振出人であ る事業主等へ 通知すること。 
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② 亡失した証券の 効力を失わせるためには、 公示催告手続二関スル 法律 ( 明治 

2 3 年法律第 2 9 号 ) 第 7 7 7 条以下に定める 公示催告及び 除権 判決を求める 

姥 、 要があ るが、 国が当事者となる 訴訟については、 国の利害に関係あ る訴訟に 

ついての法務大臣の 権 限等に関する 法律 ( 昭和 2 2 年法律 第 1 94 号 ) 第 1 条 

の 規定により法務大臣が 国を代表するため、 地方法務局長に 対して次の書類を 

添えて公示催告及び 除権 判決の申立を 依頼すること。 

(a) 証券の謄本又は 証券の重要性及び 証券を充分に 認知するのに 必要な事項を 

明らかにした 書類 

(b) 証券の盗難、 紛失、 滅失等公示催告手続を 申し立てることができる 理由 及 

び 事実を明らかにした 書類 

(c) その他特に必要と 認められる書類 

(5) 納付委託 

ア 納付委託を受けることのできる 証券 

納付委託を受けることのできる 証券は、 最近において 確実に取り立てることが 

できると認められる 証券で、 その額面金額が 納付委託の目的であ る徴収金の額を 

超えない小切手、 約束手形又は 為替手形で、 次に掲げるものに 限ること。 

① 都道府県労働局の 再 委託銀行と同一の 手形交換所に 加入している 銀行 ( 手形 

交換所に代理交換を 認められている 銀行及び手形交換所に 準ずる制度を 利用し 

て 再 委託銀行と交換決済をすることができる 銀行を含む。 以下「所在地の 銀行」 

という。 ) を 支払人とし、 再 委託銀行の名称 ( 店舗名を含む。 ) を記載した特定 

線引小切手で、 次のいずれかに 該当するものであ ること。 

(a) 振出人が納付委託をする 者であ るときは、 労働保険徴収課長を 受取人とす 

る 記名式のもの 

(b) 振出人が納付委託をする 者以外の者であ るときは、 納付委託をする 者が労 

働 保険徴収課長に 取立てのため 裏 書したもの 

② 所在地の銀行を 支払場所とする 約束手形又は 為替手形で、 次のいずれかに 該 

当 するものであ ること。 

(a) 約束手形については 振出人が、 為替手形 ( 自己宛てのものに 限る。 ) につい 

ては支払人が、 それぞれ納付委託をする 者であ るときは、 労働保険徴収課長 

を 受取人とし、 かつ、 指図禁止の文言の 記載のあ るもの 

(b) 約束手形については 振出人が、 為替手形 ( 引受のあ るものに限る。 ) につい 

ては支払人が、 それぞれ納付委託をする 者以外の者であ るときは、 納付委託 

をする者が労働保険徴収課長に 取立てのため 裏 書をしたもの 

③ 所在地の銀行以覚の 銀行を支払人又は 支払場所とする①に 掲げる小切手又は 

②に掲げる約束手形若しくは 為替手形で、 都道府県労働局の 再 委託銀行を通じ 

て取り立てることのできるものであ ること。 ただし、 当該小切手又は 手形の支 

払いが特に確実であ ると認められる 場合に限ること。 

④ 証券の支払 日が 、 猶予に係る徴収金についてはおおむね 6 カ月程度、 猶予 以 
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外の徴収金についてはおおむ 力 a3 カ月程度の証券であ ること。 

イ 納付受託証書の 取扱い 

① 社保 担当者が、 都道府県労働局物品管理官より 納付受託証書 ( 労働保険収入 

様式第 4 2 号 ) の交付を受けたときの 点検等は 、 Ⅲの イ に準じて行 う こと。 

② 社保 担当者は、 納付受託証書受 払簿 ( 労働保険収入様式第 7 0 号 ) を備え付 

け 、 納付受託証書の 受払を次の方法にょり 記入すること。 

(a) 納付受託証書を 新たに受けたときは、 「 受払 年月日」欄に 受領年月日を、 「 受 」 

欄に納付受託証書の 受領枚数を、 「 残 」欄に合計 残 枚数を、 「使用番号」欄に 

納付受託証書の 記号番号をそれぞれ 記入すること。 

(b) 納付受託証書を 使用したときは、 「支払年月日」欄に 使用した年月日を、 「 払 」 

欄 に使用した枚数を、 「 残 」欄に残枚数を、 「使用番号」欄に 使用した納付受 

託証書の証書番号 ( 自第 0 号 圭策 0 号 ) をそれぞれ記入すること。 

(c@  「備考」欄は、 書損とした納付受託証書の 証書番号を記入すること。 

(d) 納付受託証書を 新たに受け又は 使用したときは、 その都度「決裁」欄にセ 

ンター長の確認印 ( 私印 ) を受けること。 

③ 社保 担当者が納付受託証書を 紛失、 盗難その他の 事由により亡失したときは、 

Ⅲの ェ に準じて速やかに 報告すること。 

ク 納付受託証書の 記入方法 

納付受託証書は、 第 1 片は原 将 、 第 2 片は納付受託証書報告書 ( 労働保険徴収 

課長に報告するもの ) 、 第 3 片は納付受託証書 ( 委託者に交付するもの ) の 3 枚同 

時複写の形式となっており、 次により記入すること。 

の 「労働保険番号」 欄 並びに「委託者」欄の「住所」及び「氏名」は 、 Ⅲの ゥ 

の 記入方法によること。 

② 「証券の種類」欄は、 小切手、 約束手形又は 為替手形と受託証券の 種類を記 

入すること。 

③ 「記号番号」欄は、 受託証券に記載してあ る記号番号を 記入すること。 

④ 「券面金額」 欄は 、 金額頭部に「 辛 」を付して受託証券の 券面金額を記入す 

ること。 

⑤ 「支払人」欄は、 小切手にあ っては当該小切手に 記載してあ る銀行名 ( 店舗 

名を含む。 ) 、 約束手形にあ っては当該約束手形の 振出人氏名、 為替手形にあ っ 

ては当該為替手形の 引受人の氏名を 記入すること。 

⑥ 「支払場所」欄は、 「 00 銀行 00 支店」、 「 00 信用金庫 00 支店」等と記入 

すること。 小切手にあ っては記入しないこと。 

の 「支払期日」欄は、 証券に記載してあ る支払期日又は 指定期日を記入するこ 

と。 

⑧ 「振出人」欄は、 証券に記載してあ る振出人の住所又は 居所及び氏名を 記入 

すること。 

⑨   「 取立 費用」欄は、 約束手形等の 取立てに要する 費用を記入すること。 
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⑩ 「納付に係る 徴収金」欄は、 徴 定年度を「種類」に 記入し、 当該 欄 に当該金 

額を記入すること。 

⑪ 委託者誓約に 係る 欄 ( 「納付に係る 徴収金」欄の 右端部の欄 ) は、 納入者の印 

を 押印させること。 ただし、 納入者が不在等によって 納入者の印を 押印するこ 

とができない 場合には、 他の者の役職及び 氏名を記載させ、 その者の印を 押印 

させること ( 押印を拒否された 場合は顛末を 欄外に記入すること。 ) 。 

⑫ 記入した事項を 再確認、 し 、 受託年月日及び 受託者の官職氏名を 記入し、 私印 

を 押印し、 左側及び上部に 原 待 との割印をして 納入者に交付すること。 この場 

合 、 納付受託証書に 記載する官職氏名は 、 次により記入すること。 

00 労働局 

厚生労働事務官 0000 

⑬ 社保 担当者が、 納付受託証書に 記入すべき事項を 誤って記入したときは、 券 

両 金額及び受託年月日に 係る誤記は書損とし、 委託者の住所又は 氏名に係る誤 

記で重要なもの ( 例えば、 他人の氏名を 記入した場合 ) は書損とし、 その他の 
  

場合は訂正を 行 う こと。 

なお、 以上の取扱いは、 Ⅲの ウ の②に準じて 行 う こと。 

ェ 納付委託を受けた 場合の取扱い 

社保 担当者が、 納入者から証券をもって 納付委託を受けたときは、 次により処 

理すること。 ただし、 納入告知 書 又は納付書の 添付がなく、 かつ、 経過カード と 

架台できないものに 係る納付委託、 労働保険事務組合に 事務処理を委託している 

事業主からの 納付委託又は 単独有期事業に 係る納付委託については、 当該納付委 

託を受託せず 労働保険徴収 課 において納付委託するよ う 指導すること。 

① 納付受託証書を 納付者に交付すること。 

② 故上手数料を 徴する場合は、 納入者に歳入歳出覚現金領収証書 ( 労働保険収 

入様式第 4 8 号 ) を交付すること。 

③ 納付受託証書綴から 納付受託証書報告書を 切り離し、 当該報告書に 受託した 

証券及び 取 女手数料を添えて 都道府県労働局があ らかじめ指定した 都道府県労 

働 局の職員に引き 継ぐこと。 

④ 都道府県労働局の 職員が引継ぎを 受けたときは、 受託証券と納付受託証書庫 

待 とを 対 査の上、 その納付受託証書 原竹の 「証券受領の 証」欄に受領年月日を 

記入するとともに 受領 印 ( 私印 ) を押印すること。 ただし、 郵送 ( 書留郵便に 

限る。 ) に よ り引継ぎを受けたときは、 送付された受託証券と 納付受託証書報告 

書 とを 対 査の上、 当該報告書の 余白に受領年月日を 記入するとともに 受領 印 ( 私 

印 ) を押印し、 写しを 社保 担当者に返送すること。 

⑤ 都道府県労働局の 職員は 、 引き継いだ受託証券及び 散士手数料に 納付 書 を添 

えて労働保険徴収課長に 引き継ぐこと。 

なお、 労働保険徴収課長は、 取立手数料の 引継ぎを受けたときは、 歳入歳出 

外 現金領収証書を 社 保 担当者に交付すること。 
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オ 引き継いだ証券の 取扱い 

① 都道府県労働局の 職員に引き継いだ 後、 納入者から支払期日の 猶予の申出が 

あ った場合には、 労働保険徴収 課 に連絡するとともに、 納入者には、 労働保険 

徴収 課へ 申し出るよ う 指導すること。 
なお、 連絡を受けた 労働保険徴収 課は 、 これを了承するに 当たっての決裁、 

引き継いだ証券を 再委託した銀行からの 証券の返還その 他必要な処理を 行 う こ 

と。 また、 現金による納付によって 納付委託の必要がなくなった 場合、 証券が 

不渡りとなることが 確実と予想される 場合その他やむを 得ない事情があ ると認 

められる場合についても 同様に取り扱うものであ ること。 

② 労働保険徴収課から 再 委託銀行より 不渡りその他の 理由により納付受託証券 

の 返還を受けた 旨の連絡を受けた 場合には、 滞納となっている 徴収金について 

債権 の保全敗立の 措置を講ずること。 

なお、 返還を受けた 納付受託証券については、 労働保険徴収 課 において、 納 

付受託証券不渡決議、 納付者への通知その 他必要な処理を 行 う こと。 

(6) 歳入歳出覚現金の 出納保管 

ア 歳入歳出覚現金の 領収 

① 社保 担当者が歳入歳出覚現金を 領収したときは、 歳入歳出覚現金領収証書を 

提出者に交付すること。 

② 社保 担当者が現金を 領収したときは、 遅滞なく労働保険徴収課長 ( 主任歳入 

歳出覚現金出納官吏 ) に引き継ぎ、 労働保険徴収課長 ( 主任歳入歳出覚現金出 

納 官吏 ) は歳入歳出覚現金領収証書を 社 保 担当者に交付すること。 

なお、 歳入歳出覚現金領収証書の 交付を受けた 社保 担当者は、 現金出納簿 ( 歳 

大歳出覚現金出納官吏用。 労働保険収入様式第 5 8 号 ) の後表紙内側に 封筒を 

貼付してその 中に保管すること。 

イ 保管金の保管 

社保 担当者は、 歳入歳出覚現金を 手元保管するものとし、 その現金を他の 公金 

と区分して金庫又は 施錠のできる 堅固な容器の 中に必ず保管すること。 

ク 現金亡失の報告 

現金の亡失の 報告については、 (3) の 々  に準じて速やかに 報告すること。 

ェ 歳入歳出覚現金領収証書の 取扱い 

社保 担当者が都道府県労働局物品管理官より 歳入歳出覚現金領収証書の 交付を 

受けたときの 点検等は 、 Ⅲの イ に準じて行 う こと。 

オ 歳入歳出覚現金領収証書の 記入方法 

① 歳入歳出覚現金領収証書は、 第 1 片は領収証書 ( 提出者に交付するもの ) 、 第 

2 片は原 竹 02 枚同時複写の 形式となっており、 次により記入すること。 

(a@  「平成 年度」欄は、 領収した日の 所属する年度を 記入すること。 

(b@  「住所・氏名」欄は、 提出者が法人であ る場合は事業場所在地及び 法人の 

名称、 個人経営の事業場であ る場合は事業場所在地、 事業場の名称及び 事業 
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主名 、 個人の場合は 個人の住所及び 氏名を記入すること。 

なお、 納付受託証券の 取土手数料の 場合は、 労働保険番号も 付記すること。 

(c@  「 金 」欄は・金額の 頭部に「 辛 」を付して領収金額を 記入すること。 
(d@  「摘要」欄は、 歳入歳出覚現金を 証券で受領した 場合に、 証券記号番号、 

振出人氏名及び 証券金額を記入すること。 

㈲ 記入した事項を 再確認し、 領収年月日及び 領収者の官職氏名を 記入し、 私 

印を押印し、 左側及び上部に 原 待 との割印をして 提出者に交付すること。 
② 社保 担当者が、 歳入歳出覚現金領収証書に 記入すべき事項を 誤って記入した 

ときは、 領収金額及び 領収年月日に 係る誤記は書損とし、 提出者の住所又は 氏 

名に係る誤記で 重要なもの ( 例えば、 他人の氏名を 記入した場合 ) は書損とし、 
その他の場合は 訂正を行 う こと。 

なお、 この場合の取扱いは 田の ウ の②に準じて 行 う こと。 

③ 社保 担当者が歳入歳出覚現金領収証書を 紛失、 盗難その他の 事由により亡失 

したときは、 Ⅲの ェ に準じて行 う こと。 

(7) 社保 担当者の帳 簿 

ア 備付帳 簿 

① 社保 担当者は、 次に掲げる帳 簿を備えてその 登記をすること。 

(a) 現金出納簿 ( 収入官吏用 ) 

(b) 現金出納簿 ( 歳入歳出覚現金出納官吏用 ) 

② 現金出納簿 ( 収入官吏用 ) は、 現金の出納保管の 状況を登記するほか、 現金 

領収証書受 払 簿を兼ねているので、 その支払 は ついてその都度登記を 行 う こと。 

③ 現金出納簿 ( 歳入歳出覚現金出納官吏用 ) は、 現金の出納保管の 状況を登記 

するほか、 歳入歳出覚現金領収証書受 払 簿を兼ねているので、 その支払 は つい 

てその都度登記を 行 う こと。 

ィ 現金出納簿 ( 収入官吏用 ) 

① 現金出納簿 ( 収入官吏用 ) は 、 次の方法により 取り扱うものとすること。 

(a) 毎年 4 月 1 日から登記し、 翌年 3 月 3 1 日をもって締め 切ること。 ただし     

出納整理期間中に 収納したときは、 当該収入金の 所属年度を区分するため、 
その 受 弘ほついて「摘要」欄に 旧年度 スは 新年度の区分を 付記すること。 

(b) 登記は数日分取りまとめることなく、 即日行 う こと。 

(c) 法令の規定により   現金に代えて 証券を受領したときは、 現金と区別ずる た 

め、 その 受私に ついて「摘要」欄に「小切手」、 「国債利札」等と 付記するこ 

と 。 

(d) (c) の証券が支払拒絶を 受けて領収 済 額の取消しをしたときは、 「 受 」欄に当 

該 金額を、 「摘要」欄に「 0 年 0 月 0 日 証券受領取 消 」を朱書すること。 この 

場合において、 支払拒絶が日本銀行に 払込み後であ ったときは、 「 受 」欄及び 

「 私 」欄に当該金額を 朱書すること。 

② 現金出納簿 ( 収入官吏用 ) の記入方法は 、 次によること。 
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(a@  「年月日」欄は、 現金文 は 証券を出納した 月日を記入すること。 

(b)  「摘要」欄は、 「 00 外 何名分」、 「日本銀行へ 払込 第 0 号 」等を記入するこ 

と 。 

なお、 出納整理潮間中に 歳入金を現金又は 証券で受領した 場合は 、 ①の (a) 

及 ㎝ c) によ り付記すること。 

(c)  「 受 」欄は、 徴収した金額を 記入すること。 

(d)  「 私 」欄は、 払込金額を記入すること。 

(e@  「 残 」欄は、 払込未済額を 記入すること。 

Ⅲ 記載事項について 訂正、 挿入又は削除を 行 う ときは、 未練 2 本を引いて抹 

消し、 その上部に正しい 事項を記載して 訂正 印 ( 私印 ) を押印すること。 

なお、 数字の誤記はその 一連の数字を 訂正すること。 

(9) 現金領収証書を 新たに受けたときは、 「年月日」欄に 受領年月日を、 「摘要」 

欄に「現金領収証書受」を 記入し、 「現金領収証書受 払 」欄の「 受 」に該当校 

敬を、 「 残 」に合計枚数を、 「備考」に現金領収証書の 記号番号をそれぞれ 記 

入すること。 

(h) 現金領収証書を 使用したときは、 「現金領収証書受 払 」欄の「 私 」に使用し 

た枚数 ( 書損を含む。 ) を、 「 残 」に現金領収証書の 残枚数を、 「使用番号」に 

使用した現金領収証書の 証書番号 ( 自第 0 号 圭策 0 号 ) をそれぞれ記入する 

，と   

なお、 書損があ る場合は、 「現金領収証書受 払 」欄の「備考」に 書損した 現 

金 領収証書の証書番号を 記入すること。 

(i@  1 カ月の記入が 終わったときは、 最後に記入した 欄の次から「月令 計 」及 

び「累計」を 記入して、 明 公許」及び「累計」欄の 上下に横線を 朱書するこ 

と 。 

なお、 累計の「 残 」は、 払込未済額と 必ず符合するものであ ること。 

(j) 3 月 3 1 日の締切りは、 月末の締切りに 準じて行い、 都道府県労働局の 検 

査 員による定時検査を 行 う こと。 

(k) 現金領収証書を 新たに受けたとき、 現金領収証書を 使用して領収したとき、 
金融機関へ払込みをしたとき 及び月末の締切りをしたときは、 その都度「決 

裁」 欄 ( 現金領収証書を 使用して領収したときは、 原符 余白を含む。 ) にセン 

ター長の確認印 ( 私印 ) を受けること。 

Ⅲ 翌年度に残額を 繰越す場合は、 「摘要」欄に「翌年度へ 繰越」と記入し、 「 残 」 

欄に当該金額を、 その欄の次に「双年度より 繰越」と記入し、 「 受 」欄及び「 私 」 

欄 に当該金額をそれぞれ 記入すること。 

ゥ 現金出納簿 ( 歳入歳出覚現金出納官吏用 ) は、 現金出納簿 ( 収入官吏用 ) に準 

じて取り扱い、 登記すること。 ただし、 出納整理期間及び 年度区分については 該 

当 しないものであ ること。 

(8) 社保 担当者の転免 
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社保 担当者は、 その官職を免じられたときは、 遅滞なく次の 事務処理を行い、 現 

金領収証書等引網 書 ( 労働保険収入様式第 40 号 ) を作成し、 労働保険徴収課長 ( 主 

任 収入官吏 ) に引き継ぐこと。 

ア 現金領収証書の 冊子に残枚数があ る場合は、 残 枚数及び証書番号を 確認の上 、 

残 枚数すべてに 斜線 (X 印 ) を引き「廃棄」と 表示した上で、 最上部 1 組に「 0 

年 0 月 0 日第 0 号から 第 0 号 まで 000 のため廃棄」と 記入して、 センター長の 

確認印 ( 私印 ) を受けるとともに、 センター長の 立会いの上、 2 組目以降の残秋 

数を左上部から 右端部にかけ 斜めに切断し、 切断した断片は、 確実な方法により 

廃棄すること。 ただし、 現金領収証書の 冊子を全く使用しなかった 場合は、 廃棄 

の 処分を行わず、 都道府県労働局物品管理官に 返納すること。 この場合は、 労働 

保険徴収課長 ( 主任収入官吏 ) に提出する現金領収証書司細書の 廃棄枚数下部の 

欄外に「未使用のため 物品管理官に 返納」と記入し、 都道府県労働局物品管理官 

の受領印を受けること。 

なお、 現金領収証書の 廃棄の年月日は、 当該 社保 担当者の転免発令の 日の前日 

とすること。 

イ 現金出納簿 ( 収入官吏用 ) は、 転免発令の日の 前日をもって 締切りをし、 「現金 

領収証書受 払 」欄の「 私 」に現金領収証書の 廃棄した枚数を、 「使用番号」に 廃棄 

した証書番号をそれぞれ 記入し、 「現金領収証書」欄の「備考」に「 00 のため 廃 

棄 」と記入し、 センター長の 確認印 ( 私印 ) 及び都道府県労働局の 検査員の検査 

を 受けた上、 労働保険徴収課長 ( 主任収入官吏 ) に引き継ぐこと。 
なお、 現金領収証書を 全く使用しなかった 場合は、 「現金領収証書受 払 」欄の「 受 」 

に引継枚数を 朱書し、 「現金領収証書受 払 」欄の「使用番号」に 未使用の証書番号 

き 、 「備考」欄に 現金領収証書の 記号番号と都道府県労働局物品管理官に 返納する 

旨をそれぞれ 記入すること。 

ゥ 納付受託証書及び 納付受託証書受 払簿 並びに歳入歳出覚現金領収証書及び 現金 

出納簿 ( 歳入歳出覚現金出納官吏用 ) についても、 これに準じて 行 う こと。 

5  その他 

は ) その他の取扱い 

この要領に定めるもののほか、 滞納整理の実施に 当たっては、 「収入事務取扱要領」 

( 昭和 4 3 年 3 月 20 日 庁保 登第 4 号 ) 、 F 「徴収関係事務取扱手引 1 ( 徴収・収納 ) 」 

の改訂について』 ( 平成 1 5 年 3 月 3 1 日 墓 登簿 0331002 号 ) 、 『「徴収関係事務取扱 

手引Ⅱ ( 滞納処分 ) 」の改訂について J ( 平成 1 2 年 3 月 3 1 日労働省発 労徴 第 34 

号 ) その他の取扱いに よ るものとする。 

(2) 平成 1 6 年度の滞納整理 

平成 t 6 年度の滞納整理については、 平成 1 6 年 8 月下旬から開始される 共通 滞 

細事業所の選定手続が 終了するまでは、 連絡協議会が 協議し選定した 共通滞納事業 

所について行 う ものとする。 
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( 月 lJ 身支 ) 

現金領収証書 ( 領収 済 報告書 ) に使用される 記入項目及びコード 

項番 項 日 者 テ 少女コート コ ー ド の 説 明 及 び 記 入 側 

種 @ 月り 5 収納関係 デ 一夕入力帳 票を示 す 。   
  労 働 保 険 番 号 4 府県、 所掌、 管脾 (1), 基幹番号 及 U   枝番号を記入する。   

" ロロロロロロロロロロ 口 一口ロ 口 

  

② 府県、 管轄 (l) にスベースは 認めない。 
( 例 ) 北極道・札幌中央労働基準監督署   

③ 基幹番号・枝番号は 右詰めとしスベースを 認める。   ttft     

Ⅲ 凹口 山口口口 
④ 枝番号はすべてスペースでもよい。 
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エ原音 / 頂 回 ネ @ テ @ 数 コード   コ ー ド の 説 明 及 び 記 入 側 

収 納 年 月 日 7 収杣 した年月日を 記入する。 
  先頭の柵に和暦コードを 記入する。 和暦コードについては、 平成は r Ⅱを記入 

づ - る 。 

l% 細 @       Ⅱ @l 

回   回回             回口 

l%@l り @l@J 」 1l   

回 - ロ 回 - ロ 回 - ロ 口                       
力丁 た 場合 

  保険料申告書 未 提出のものについて 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律 ( 昭 
和 44 年法律第 84 号 ) 第 2¥ 粂 第 1 項ただし書を 適用して認定決定された 保険料として 
納付された場合 

7  保険料申告書の 提出があ ったものについて 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法 
律 第 21 条 第 1 項 ただし書を適用して 認定決定された 保険料として 納付された場合 

  @ 牧 定 l か 。 ワ 通常の収納の 場合 
  徴収決定前の 延滞金の収納に 対して、 自動的に徴収決定を 行 う 場合 
6  収納データを 誤納とし、 自動的に徴収決定 外 誤納調定を行 う 場合 
8  納付委託により 納付された場合 

9  勘定が異なる 収入を取り扱う 場合 

8 @ 倹 S151 ・ 11 現金領収証書 ( 領収 済 報告書 ) により取り扱う 保険料の金額 
納付額の頭に 必ず「 YJ を記入する。 

  
十億千百十万千百十円   

9 追 徴 金 ll 現金領収証書 ( 領収 済 報告書 ) により取り扱う 追徴金の金額 
              り付 額の頭に必ずⅣ」を 記入する。 

  
十億千百十万千百十円 

口ロロロロ目口口口三回 

10  延 滞 金 ll 現金領収証書 ( 領収 済 報告書 ) により取り扱う 延滞金の金額 
納付額の頭に 必ずⅣ l を 記入する。 

  
十億千百十万千百十円 

口ロ口口口口 0 回目目口 ｜ ユ llll @@j @@ レⅡ 幻 -   使用しない。   
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( 参考様式 1) 

O" 

。 



( 参考様式 2) 

00 労働局労働保険徴収 課 ( 室 )  御中 

絶
目
 

 
 

年
 

詔
斉
 

ろ
 成

 

享
平
 

00 社会保険・労働保険徴収事務センター 

労働保険概算・ 確定保険料申告書の 回送について 

当 センタ一において 受理した標記について、 次のとおり回送します。 

( 事 業 名 ) 外 00  件 ( 月 日～ 月 日分 ) 

  
 
 

O
 

づ
 

 
 

 
 

  

  



こ " コ 
トコ 

  

( 参考様式 3) 

  
""""@ 

00 社会保険。 労働保険徴収事務センター 

平成 00 年度共同対象事業場名簿 

[ 調査予定時期 : 平成 00 年 00 月 ] 
[ 地域       

  

( 真諦対象平成 00 年度 概算 ) 平成 OC 准年 00 月 00 日 ] ぺ 一 - 、 ジ 

    



殿
 

主
 

 
 

4
 

業
 

式
 

様
 

考
 

事
 

(
 
参
 

平成 年 月 口 Ⅱ 

00 社会保険・労働保険徴収事務センター 

社会保険及び 労働保険に関する 調査の実施について 

謹啓 ますますご清栄のこととお 慶び 申し上げます。 

日頃 より社会保険及び 労働保険の事業運営にっきまして、 格段のご協力を 賜り厚くお礼 

申し上げます。 

さて、 この度 出 センタ一におきまして、 貴 事業所の従業員の 健康保険，厚生年金保険被 
保険者資格等についての 調査及び労働保険料算定基礎調査を 下記のとおり 実施しますので 

通知します。 

なお、 調査当日は、 本通知をご持参いただくととも L こ 事業主又は代理人の 方の立会いを 

お願いします。 

Ⅱ - 一 口 己 

ェ ． 日 日 寺 平成 年 月 日 午前・午後 時 分 

2. 調査会場 左 
，官 称 ( 所 在 地 ) 

3. 調査対象事業所 

Ⅲ 事業所名称 名 称 

( 事業所整理記号 ( 社保 )     労働保険番号 ( 労保 ) コ 

(2) 事業所所在地 所 在 地 

4. 当日ご用意いただくもの 

・会社経歴書、 案内書、 事業場組織 表 、 定款 

・就業規則、 労働協約、 給与規程 

・総勘定元帳 、 補助簿、 現金出納簿、 入出金伝票 

・損益計算書、 貸借対照表 
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・労働者名簿、 雇用契約書 

・賃金台帳 、 賃金計算書、 賃金支給明細書 

・出勤簿、 タイムカード 

・源泉徴収 簿 、 源泉所得税納付 書 

・健康保険、 厚生年金保険及び 雇用保険関係書類 

・ 社印 、 代表者 印 

5 。 調査を行 う 担当者 

00 社会保険事務所 氏 名 

00 労働局労働保険 00 課 ( 室 )  氏 名 

00 労働基準監督署 氏 名 

( 照会先 ) 

00 社会保険事務所 00 課 氏 名 

住所 〒 

電話 ( 内線。 ) 
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( 参考様式 5) 

㏄
㏄
 

収入官吏等分見 簿 



㏄
 の
 

( 参考様式 6) 

[ 地域 : 千代田区 ] 

[ 麹町社会保険・ 労働保険徴収事務センター ] 

突合 対象滞納事業一覧表 

労働保険帝号 事 某所整理記号 事業主名称及 び 電話福手 事 業 主 住 所 債権 千度 徴 区分 市 法定納 畑 

  徴 定 訳 決   
年度 区分 

指定納期 

株式会社 〒 l00-0004 千代 rU 区 

000250 000 0l カ ィ 季和 大手町 11@ 17       II 17. 5.20     500,000 
T れ 03-5219 一 1231 コウワ ビル   『 @ [ 丁 11@ 17. 6. 20 
元和建設 〒 l00-000.t 千代田区 

0002@1 000 株式会社 大手 W II@ 16     II 16 S.20 

  一 9 一 3   120,000 
T Ⅱ 03-5222-lill 11@ 16 II@ 16 ・ 6.20 

典 fli 」， 木 〒 l00-0004 千代 m 区 

00024@ 000 0@ コ ウ " 材 、 文会社 大手町 II@ 17     H 17. 5.20 

l 一 2 2 一 3   800,000 
℡ 0 ㌻ 533 ㌻ l32l 飯山ビル 5 階 @1 [ Ⅰ ll l 「   6.20 

1 1 1 1 1       

凶 ( 注 徴収事務 ) 両 保険で一元的に 七 ンタ一の管轄区域ごとに 滞納整理十 る 事業所 作成し、 ( 共通滞納事業所 さらに事業主住所の ) の場合、 地域 社会保険の事業所整理記号を ( 部市区 ) 毎 、 事業主名称 (50 記載し、 普 ) 順に配列する。 共通の文字を 0 で囲む。 

印妻 年月コ 平成 げ 年 8 円盤日 l ぺ - ジ 

収納 額 収納未済額 備 号 

  

120.000 380.  000   

100,000 20,000 共通 

,100.000 400.  000   

  



  

( 参考様式 7) 

OO00 株式会社事業主 殿 

  

事業所整理記号 0 0 一 0 0 0 

労働保険番号 00 一 0 一 00 一 000000 コリ 

  
 
 

日
 

 
 

 
 

月
 

 
 

 
 

午
 

所
 

事
務
 

戎
 

険
 

 
 

会
供
 

平
 

社
 

O
 

O
 

  
     

 

  

  
  

    

0 0 労働 局 斥   
    

    

  
  
        

(O(@ 社会保険・労働保険徴収事務センタ 一 ) 

来 通 知 書 

貴 事業所におかれては 督促しているにもかかわらず、 未 だに保険料等が 未納となっております。 

つきましては、 これを整理するため、 下記の日時にこの 通知書、 小切手帳 、 印鑑、 売掛台帳 等を 

持参の上、 担当官と面接されるよ う 通知します。 
なお、 指定日時に来 所 されない場合には、 納入についての 誠意がないものと 認め、 財産の差押え 

を 執行します ( 指定日時に来所できないとき 又は指定日時双に 滞納金額を納入されたときは、 その 

旨をお手数でも 担当官まで御連絡願います。 ) 。 

記 

Ⅰ 日 時 平成 年 月 日 午前・午後 時 分 

2  場 所 00 社会保険事務所 (00 社会保険・労働保険徴収事務センタ 一 ) 

00 市 OOWCn 丁目 0 一 0 
3  滞納金額   年 月 ～ 年 月分 

  
円 

倭 厚生年金保険料   年 月 - 年 月分 円 

霧 児童手当拠出金 年 月 - 年 月分 円 

  滞 金 年 月 - 年 月分 円 

% 台 - 一 @ @ 口 十 円 

労 保 険 料 年度概算・確定 ～ 年度概算・確定 円 

牧 ，， @ 金 年度   
側扁 追 

年度 円 

新 戸 延 滞 金 年度   年度 円 

管ん 

メ 万 "  ム 口 中 @ 円 

[ 連絡先 J 0 0 社会保険事務所徴収 課呑 (     

又は 

00 社会保険・労働保険 微 Ⅱ x 事務センター 容 (     

担当官 氏 名 

釆 既に納入済みの 場合は 、 行 き偉 いが生しることわあ りまずので御了承下さい。 
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( 参考様式 8) 
平成 年 月 日 

0000 株式会社事業主 殿   
  

    

事業所整理記号 0 0 一 0 0 O 

] 

  

  労働 保 ｜ 険 香 芳 00 一 0 一 00 一 000000     

      
  

    
    
  

  
    

  

  
  

  
0 0 労 働 局 長                         

  
  
  
      

  
  

(00 社会保険・労働保険徴収事務センタ づ 

差押予告通知書 
貴 事業所は再三の 納入催促にもかかわらず、 保険料等が滞納となっており、 このまま放置でき 

ません。 

つきましては、 下記の日時に 来所の上、 滞納金額を完済されるよ う 通知します。 

なお、 指定日時に来 所 されない場合には、 納入について 誠意がないものと 認め、 財産の差押え 

を 執行します ( 指定日時双に 滞納金額を納入されたときは、 その旨をお手数でも 担当 宮 まで御達 

結願います。 連絡がなり場合は、 滞納処分を執行することになりますので 御注意下さい。 ) 。 

- 一 - - Ⅰ 己 

Ⅰ 日 時 平成 年 月 日 午前・午後 時 分 

2  場 所 00 社会保険事務所 (00 社会保険・労働保険徴収事務センタ 一 ) 

00 市 00 町 0 丁目 0 一 0 
3  滞納金額 

壮 健 康 保 険 料   年 月 ～ 年 月分 
  円 

年 月 @ 年 月分 
倭 厚生年金保険 H, 斗 円 

霧 児童手当拠出金 年 月 ～ 年 月分 
円   滞 金 年 月 ～ 年 月分 円 今 今 昔 古 t 
円 

労 保 険 料 年度 概算，確定 @  年度 概算・確定 円 

御局 追 徴 金 年度   年度 円 

一 坊 @ I 正 一 滞 金 年度   年度 円 
@ 耳目上 ・ 

分 合 牛 @ 円 

[ 連絡先コ 0 0 社会保険事務所徴収 課 呑 (     

ヌ は 

00 社会保険・労働保険徴収事務センター 容 (     

担当官 氏 名 

 
 

既に納入済みの 場合は 、 行き違いが生じることわあ りまずので御了承下さし     

。 8 



  

  

( 参考様式 9) 

未納保険料等の 債務承認及び 納入誓約書 
( 単位 : 円 ) 

社会保険事務所所管 分 (00 一 00O) 労働局所管 分 (00 一 0 一 00 一 00O000) 

健 康 自 午 后 分 自 年度 概算・確定 
保 険 料 

ィ呆険オ斗 至 年 月分 至 年度 概算・確定 
@ 」 Ⅱ 

自 年 -  月令 
追 徴 金 

山口 年度 
れ :" 内保険料 厚生年金 

至 年 月分 至 年度 

保 児童手当 古 年 月分 延 滞 金 
山 Ⅱ 年度 

拠出金 至 年 月分 至 年度 
へ味 向 

料 延滞金 
自 年 月分 

至 年 月分 

等 
ム 

，十 - 一 口   - 一 @ p 十 ム 

納入予定 年月日 納入予定額 残額 備 セや 納入予定 年月日 納入予定額 残額 備考 
。 ， 内     

    
    

/ Ⅰ     
    
    

@+ 

    
    
  

古 川     

    

  

平成 年 月
 

日
 

O
 

 
 

O
 

O
 

一
 
O
 

O
O
O
 

O
 
町
 

O
 

0
O
O
 

一
 O
 

O
 

市
社
 

0
 
0
 
 ム
祇
 

O
O
 

式
 

〒
 

株
 

 
 在

名
 

 
 業

業
 

事
事
 

 
 

 
 ( 事業主氏名 ) 0 0 O O 

( 電 話 番 号 )       

⑰
 

 
 

  

殿
殿
 

長
長
 

所
 

務
局
 

 
 

 
 

 
 

社
 O
 

O
 

O
O
 

39 



( 参考 朕式 1 0) 
滞 納 整 理 簿 ( 共通滞納事業所用 ) 

ム 
。 



( 参考様式 1 1) 

  

  

  

目
 

名
 

ィ
寸
 

一
文
 

氏
 

現金領収証書 善 亡 失 報 吉 
納付受託証書 

⑳収入官吏 年 月 

の 経 験 
昭 ・平 年 月 日生 ( 満 嗣 

平成 年 月 日 亡 失 日 平成 年 月     

 
 

 
     

亡失の事由 
(  言 早糸田 )  ------n--@-------------n--d-----------d----------------n-----------------------n--""""""""""""""""""""""""""""""""""""""""   

          
勤務状況等 %                               

      

4 席 考       

      

上記のとおり 報告します。 

平成 年 月 日 

  

  

日 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 
 

タ
 ⑰
 

ン
 

セ
 

務
 

父
事
 

Ⅱ
 

 
 労

氏
 

険
 

 
 社

タ
 

O
 
ン
 

O
 
セ
 

0 0 労働局長殿 

備亨 来の欄はセンター 長が記入し、 その他の欄は 亡失 者 本人が記入すること。 
2  亡失者の始末書を 添付すること。 

  

 
 

  

41 



  善
 

吉
 

報
 

失
 

亡
 

券
 

証
 

金
 

塊
 

 
 

2
 

Ⅰ
Ⅰ
 

式
 

様
 

考
 

参
 
(
 

氏   年 月 日 

名 昭 ・平 年 月 日出 ( 満 歳 ) 

種 類 現金・小切手・ その他 ( 約束手形，   金 額 円 

亡 

失 記号番号 支払人氏名 

金 支払場所 支払年月日 平成 午 月 日 

額 振出人氏名 

等 振 出 人 
ィ主 所 

亡 失 日 時 平成 午 月 日 午前・午後 日 寺号 分頃 

亡 亡失場所 

  
失 原因 ( 詳細 )   
の 

ro   Sb   @・ 

状 
事実発見後                                                                                                                                                                                                                                                                 
の 処 置 

況 平 素 の   
{@ ff @ yJi 

等 
公訴が提訴さ                                                                                                                                                                                                                                                                 

れている時は 
その進行状況                                                                                                                                                                                                                                                                 

( 平成 年 月 日 提訴 ) 

  
4 席 考   
上記のとおり 報告します。 

平成 年 月 日 

00 社会保険・労働保険徴収事務センター 

センター長 氏 名 ③ 
0 0 労働局長殿 

( 備考 ) 亡失者の始末書を 添付すること。 
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社会保険・労働保険徴収事務センタ 一の事業所調査事務処理の 流れ 

時 期 社会保険・労働保険徴収 串務 センター ( 社会保険事務所 ) (? き 労働局 定力価基準監督署 ) 事業所 ( 場 ) 実施内容 

      
年度 末   

  所 (lE) の 入 Hi の区分 ( 郡 
      共同 " 分牡 窩在汗穏所 の決定     市区． 笘 ㎎ 苦 ) を       入定し、 

                          ll Ⅰ @ 也 l 玉                                                             . ai'iT.ii>.'i@r             @l"@ll@@. 拍       "@@@1ll.@1l@ 
圧力ことに共同 帝 苗の実施 

  予 ロ舌朋を申し 合わせる   

      
  

    ド冊 i № 日 @ 呵ノ         
Ⅰ井側 肝       

,|riE!;li-'M<  -  '    '         
6fl         

                            @ 期力迎定                   @ ド l ダリ @@ 折   HWl/i-s/ai] 

9 月 周 
共同 ; 順牡ゴ婁 となり 得 

      @@ Ⅰ @ 突 地引・ m,@       。 研田也の都市区 。 "' 。 "."" 及ぴ養 、 。 "" 百子 

， 祖 拮 抗     "" 対 なむ 棄り ""                                                                                                     定 晦朔ごとに「共同 対榛宙 

毎月   摸俺 名将 J を 作成する   

    岩切局から回付される 呂 
純 をもとに． 牢 業垢；。 * 工会 

毎月 銀 9 月 - 稚児   社保 @ 止丈 の 地山㎡ 迫定壬 単による n@ 呵 窩逢 拙攻 下 業所の五刑 
保 肢の溝鞍爪 縞 。 の対客 事 

（ "               ( 共同乱交 可 枕か否か @                                       
9 月 

                              社保あ "0% 轄 業所の選定理 力叩使 卸し合致する @ 壁に含致する 場合は 

  
共同実施する 自名毎に EE 籠   した上で名魑の 写し 在 労働 
局 へぬ付する       

  
な お 、 社会保険のお 使用 

2fl 養 業所であ る 弗 合は． 8@; 捧 

） 。 適 "M 奨の " 錬 事業所と。 

""" 穏な "" 。 "   て 整理する   
          。 。 "" 椴 '             
  ""- ゐ -     

名雙 の返付を受けた 労 @ 
j 担 @ す 共同封 稼朋荻り 名辞を再五 % 局は """" 歴 丑時 "" 

を再圭理 する 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              労功 局は 、       共同対象事業     
l0 月 -l 月 

  鵠 五方法 寺 の 舐五           担 " 考正定       保名 所 方円通 傍を軽 " 。 "" 準 藍色 ' ぶ局壺 と 調整後、 呂 とち調薬の " 蹉 特定 " 窩 

  上 ． 耳 @ は @ 当音を       央宜 し、 

                                        戸崎 俺 ネ I@ 呆へ 連絡する   
  

祖保 で共同局直実正ぢ 佳宍 0 
  送 け 

      共同Ⅰ圭史 施   。 "" 。 " 亜           
  

  @ 玉 @% 。 lT@ "" ‥ 穏 。 "'" @"*I                                                                                                                                   垂如吉 ・・ @ 写 )                         者伽折屈 する労働局又は 監 

  甘苦へ送付する   
騒 " 象 手業所。 楊 ) か 

      。 " 蛭 """"""" 
  ". 祖 "" 助 " 局 担当 琶 

持合何 % 台帳               n. ア                         玉 一も K ヱテ @ @ お @@@*HP 告 @d 
" 跨臥挺 " 。 "" 。 変更 

- 共 する   
    ト 光朗加被 像 拐否 当日前までに 冊宙に 

  瞼考 ㌍錬一 % ヨ       " す " 。 "" 台 。 。 """ 

分 - 順 ・ 呵荒 畜類・笠間内容 

打 き 篭 ) を行う   
柑 用の理研 及 0 靱行     

Ⅱ 月 -2 月   
  

t 

手業所 ( 窩 ) に 対し、 共     同調苗を実施する   
                      来所弗奄 ・・ 指号                   

    
    集合切 査               拍分     ニ 止 

して 幼繍 Ⅵ                                 共同 溝査を @5@ っ ない 乎柴 
所 (@B@ 0 冊苗を 色柁で実 

」・一・一．一一．一．一， 調む 一         1. l@ 一 帝 ● 一 時節 ---- 一         
  施した後、 その 携栗は 必更に府じて・ ついて 楕報 の 交 

換 ・共有を行う   
  

  -"-"-" 宙， 一一 エ " "-"-"-     
  L--   一一●一一 (@ll 司以タトげ . )@t@@@)l 一一一 l( 一 " 共同以外り調布 一 " 一 " 一一 -" 一 ) " 一         
  

  ノ ．腰に応じで   
  

胴任促 "" 拮 祝文検     一 ..---.. 一 ..-.. 一 . ● -. 一 .. 一 ,---.. 一 ..--../ 
  

「 ・ 、 "-" =.-." 一 " 一 %., ,f "- 」。 。 一 i                           一 @t " し @ @@ 一 丼 " Si 一一 ひ 一一 山 ). 妥 "     一                                                                                                                                                                                                           
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社会保険・労働保険徴収事務センタ 一の滞納整理事務処理の 流れ 

    ， - 一一一 - Ⅱの共通滞納事業所の 選 疋 l---------   

0 社会保険の滞納事業所と 労働保険の滞納事業の 突 合 

0 共通滞納事業所の 選定 

0 滞納処分 票と 滞納事業処理経過カードの 一元管理 

  
  

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  ② 糸内 ィ寸督励 

O 収納 0 納付委託 

・保険料の領収及び 現金 領 ・保険料の納付受託及び 納 
収 証書の交付 付 受託証書の交付 

・歳入徴収官への 報告 ・受託した証券等の 引継ぎ 

，保険料の払込み 

  

    「 
    

  
    Ⅰ 

0 財産の調査 

0 財産の差押え 

0 交付要求 

  Ⅰ 

 
 

  

  

4
 

4
 



① 共通滞納事業所の 選定 

時期 
社会保険・労働保険徴収事務センター 労 働 局 実 施 内 容 

( 社会保険事務所 ) 

8 月 

( 下旬 ) 
回 Ⅰ 

  

社会保険事務所は、 6 月分まで   準備作業 ニ の 保険料に滞納があ る事業所 ( 既 

事 
に 共通滞納事業所になっている 事 
業所を除く。 ) の 滞納処分 票 を事 
業所整理記号の 順に配列する。 

前 

準 架台対象事業場 
  事業所整理記別 ll 頁 

  

備 
  社 保管轄ごとに 事業主 

に酉己う @ Ⅱ 

共通滞納事業所になっている 事業 
住所の都市区別に 事業 場を除く。 ) について、 センター 
空名称を五十音順に 配 C 社会保険事務所 ) の管轄ごとに 
列した架台対象滞納車 突含 対象滞納事業一覧表を 作成す 
業 一覧表を作成 る 。 

    
  

        滞納事業名簿 
事業一覧表 

労働局は、 架台対象滞納事業 一 

  送イ 寸 

  
覧 表を月末までに 各センター ( 社 
会 保険事務所 ) へ 送付する。 

  
9fl  - 滞納処分 票 と突 台 対象滞納事業 

( 上旬 ) 共通滞納事業所の 選定 一覧表を突合する。       

      ( 滞納処分 ・事業所所在地ト 栗 ) 一 - 一 @. 事業主任所 
( 突合 対象 湘     納所業一党 衣 )@ 

    宰 業所名称 一一 @. 事業主名称 
  
    

滞 共通滞納事業所 共通滞納事業所以外 
納 

事 

業       "" 一一   
所 

  突合 対象滞納   

事業一覧表 共通滞納事業所以外 架台対象滞納事業一覧表に 共通 
突 滞納事業所として 選定した事業場 

ム Ⅰ 
を 表記し、 当該一覧表の 写しを 労 

選定結果の配球 旦 -ndd 一一一一 事業一覧表   働 局へ返送する。 

共 共通滞納事業所 

  通 

労働局は、 共通滞納事業所と 

滞納     納 事業処理 
なった事業場の 滞納事業処理経 

経過カードの 作成 
過 カードを作成し、 センター へ 

事 送付する。 
な お 、 納付督励を特定労働 墓 

業 準 監督署扱いとする 事業場は 、   余白に特定労働基準監督署名を 
所 経過カード 

                竺雙 付記する。 

  

選     
ツ 共通滞納整理事蹟 菓 、 ・   滞納処分票及び 滞納事業処理経 

過 カードを共通滞納整理事蹟 票と 
して同一のファイルに 格納し保管 

".  する。                 口                                                                                                                                                                                                                             
」・一．一一．一．一．一‥一．一．一．一．一．一．一・ 一・一・一・ 一     
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② 納 付 督 励 ( 収 納 ) 

社会保険・労働保険徴収 串務 センター ( 社会保険事務所 ) 納 入 者 
( 滞納専業所 ) 労 働 局 実 施 内 容 

i ， ESS ・ iif ・ di ・㍼ @ 

  
                                                        l@Hl 」 @ 。 - 一一一一             l""" 

  

  
  " 一 ""   一 " 一一 ""   一一 "-"       一一「                       社会保 倹 @.;@   

      
材回   

労働担当者が 単独で納付督励 
を 実施した場合において、 納入 /. 一 @ 一・一エ・一 . 一・一・ ヘ   青から社会保険料の 納付があ っ 

l     従来どおり処刑       
Ⅱ．一   -   一一一一 . 一   / l ・ 、 " % 一 ゼ刃 "" @ と 一 。 " ネ 一 3 " りク匹刑 一 " 一 " 一 ・・ ! ・ / i     あ っせん           だときほ、 に連絡し、 その旨を社 納付手続きについて 保 担当者 

の 必要なあ っせんを行う。 

現金領収 柾 岳の作成 

社保 担当者が単独で 納付督励 
を 実施した場合において、 納入 
舌から労働保険料の 納付があ っ 

たときは、 これを領収し、 納入 
者に現金領収証書を 交付する。   

現金払込甘の 作成 

  
社保 担当者 は 、 領収した労働 

㍽ 券 仕訳 ヰの 作成 保険料の払込み 等に必要な現金 
  払込 書 等の作成を行 う 。 

領収 捕 報告ヰ 

収入官吏領収 済 
報告再送付 栗 

  領収の都度又は @ 目 

分を取りまとめる 

現金払込Ⅰ   一   ""   社保 担当者は、 領収 済 報告書 

( 証券 分 ) に 収入官吏領収 済 報告書送付票 

証券仕訳 杵 
収入官吏領収済 を添付し、 センター長の 確認を   報告再送付票 得た上で歳入徴収 官 労働局長に 

証券 ] 
- 笹 ㍉ 報告する。 
  歳入徴収 官 労働局長へ報告 

  荻 収の都度 x は @ 旧 分を取りまとめる   
      一ロホ銀行 一             社保 担当者 は 、 現金払込書に   証券仕訳書尺 ひ 領収しだ証券 又 

ほ 領収した労働保険料を 添えて   日銀に払込 む 。 

交付 

一 払込領収証 杵 

現金出納 簿 ( 収入官吏用 ) の 耗入 

社保 担当者 は 、 現金出納簿に 

( 収入官吏用 )   現金の出納 保 皆の状況 及ぴ 現金 
領収証書の受払を 記入し、 セン 
タ一 長の確認印を 受ける。 

センター長の 確認 

交付を受けた 払込 頷収証馨を       ;     口                                                                                                                                                                                                                       月 分で取りまとめ 保管する。 
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労働担当者が 単独で iS@ 督励 
を 実施した場合に 俺 いて、 納入 

社保 担当者が納入昔から 証券 
をもって納付委託を 受けた場合 
ほ 、 納入者に納付受託証書を 交 
付する。 この場合において、 取 
五手数料を徴するときは、 併せ 

社保 担当者 は ．納付受託証書 
報告書に受託した 証券及 び取立 

労働保険徴収課長ほ、 取立毛 

数 入歳出覚現金領収証書を 料の 引継 きを受けたときは 社 俣担 歳 

  歳入歳出覚現金 仮 仮託 %. を 現 

今出納簿 ( 歳入歳出覚現金出 
甜   官吏用 ) の後戎紙内側に 貼 

付した封筒の 中に保管する 
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③ 滞 納 処 分 

社会保険・労働保険徴収事務センター ( 社会保険 串務所 ) 納 入 者 
( 滞納事業所 ) 労 働 局 実 施 内 容 

                    @     由， ""   
滞納事業所への 臨場や金融 

財産調査 
  

照会 
財産調査 機関、 照会等により、 取引先、 官公庁等への 財産の調査・   

も &@ を行う。 

                                                              軸                                                                                     
    

  
労働担当者 は 、 共通滞納車 

辿絡                                 業所に係る財産調査を 場合には、 社保 担当者にすみ 行った 
やかに調査結果を 伝達する。 

社保 担当者が共通滞納事業 
差押財産の選択 所の財産を差し 押さえる場合 

ほ 、 社会保険料と 労働保険料 

  ほ 各反別の財産を 差し押さえ 
る 。 この場合の差し 押さえる 
財産の選択順は 、 先に社会保 

      岐料は ついて差し押さえる 財 

社保 分の差押 社供 ヘム交付 要 光保分の差押 井側 扁 において 滞 @,l@j 産を選択し 、 次いて労働保険 

ゑ 」を行う % 台 求を行う 拐 合 えを行う場合 処分が必要な 場合 
料 について差し 押さえる財産 
を 選択する。 

迎絡 社保 担当者は、 労働局にお 
情報提供     

ついて滞納処分を 失 

施する 

交付要求接の 作成 社保 担当者は、 社会保険料 
ほ ついての差押えのために 選 

択 した財産が社会保険料の 滞 
納額 全額に充当してな お 残余 
の 金額が見込まれるときほ   

( 持株 分 ) 社会保険事務所に 対する労働 
局の交付要求書をセンタ 一に 
おいて作成する   

  社会供炊が 

務 所へ交付 
要求を行 う /--- 一 ---.; Ⅰ :.@@@ マ   ---_--                     

ぐ "-""--"" 従来どおり処理Ⅰ 一 " 一 -"-" 差押 諦 岳の作成 
( 労 保全 ) 

労働保険料については、 交 
柑 要求によっても 不足が生じ 
ると見込まれる 場合に 、 他の 

財産についての 差押調書を作   成の上、 差押えを実施する。 

差押えの実施 
( 労保分 ) 

    
社保 担当者が労働保険料に 係 
る 滞納処分を行ったときほ   
すみやかに労働担当者に 引継 

                                                                                                                                                    く   。   
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滞納事業処理経過カード 
労働保険番号   

事 業 主 事 業 

ハ
軸
 誇
軸
湘
冶
 

名称及び電話番号 郵便番号及び 住所 名称及び電話番号 

  
  一丁 

Tel Tel 

時効中断口 

収 納 額 収納未済額 事 蹟 

時効中断要件 

  
  

郵便番号及び 住所 冊 
翰 
億     " 
亡ゴニ 

  

フニ 

" Ⅰ 

備 考   
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練
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月
 

年
 

重
目
 

成
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 捜

 

  

  

⑧
 下記の滞納金額につき 滞納処分のため、 下記のとおり 捜索しましたので、 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律第 26 条第 3 項及び国税徴収 法 第 146 条第 1 項の規定 

により、 この調書を作ります。 

ィ主 新 月 
府県所掌 管轄 基幹番号 枝番号 

滞 納 者 労働保険番号             
                      

氏名又は名称 
                        

ャ帯 年 産 医 ( 期 ) 分 納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 考 

    同法律による 金額   

" トミ 

金 

客百 , 、 

      

又 は """"" ㍊Ⅰ姉一 - 一一一 -- 一 -   一一一 - 一一一一一 - 一一 - 一 --   
捜 索 し た 日 時 平 成 年 月 日 年 前 覆 七寸 分 か ら   甘寺 分 ま で 

備考 ------ 一一一一一一 ----- 一一一一一一一 - 一 -m 一一一 ----                                             

  

上記の捜索に 立ち会い、 捜索調書謄本を 受領しました。 

    ⑧
 

た
 。
 
@
 

し
 

ま
 

し
 

領
 

受
 

を
 

 
 て

 

 
 

 
 

た
 

ノ
 
Ⅰ
 
 
 

愛
児
 

を
 

索
 

㎝
 年
 

本
 

謄
 

（
 

索
 

調
書
 
平
成
 

捜
 

⑧
 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

Ⅱ
 塊
蓮
痴
 浦
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 誇
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弗
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目
 

 
 

  



滞納様式第 2 号 

CO 

整理番号 

 
 

捜 索 調 書 謄 本   労働保険特別会計 

平成 午 月 日 

  

下記の滞納金額につき 滞納処分のため、 下記のとおり 捜索しましたので、 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律第 26 条第 3 項及び国税徴収 法 第 146 条第 1 項の規定 
により、 この調書を作ります。 

  ィ主 前 月   

滞 納 者 
氏名又は名称 

7 帯 年 産 医 ( 期 ) 分 

納 

金 

額 

府県 所掌管轄 基幹番号 枝番号       労働保険番号                                                     
納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 考 

    用法往による 金額   

捜 索 し た 場 所 """- 一 " 一 ----"- 一一 -"""-""""- 一一一一一 "- 一 " 一一 "" 一 "--"" 一一一一一 " 一一一 -   
又   は 

物 "-- 一一 -- 一一一 "----"- 一一一一 - 一 -- 一一一一一                     
    

捜 索 し た 日 時 平 成 年 月 日 七寸 分 か ら   bs 寺 分 ま で 
午覆 

備考 ------ 一一 ----------- 一 - 一 --- 一一一一 ----- 一 - 一一一一 --- 一 --w----- 一 - 一一 - 一一一 -   
  上記の捜索に 立ち会い、 捜索調書謄本を 受領しました。 

    ⑧
 

た
 。
 

し
 

ま
 

し
 

お
 
@
 @
.
 

受
 

を
 

 
 

あ
 て
 

者
 

）
 

た
 

Ⅰ
 
ヰ
 

吏
月
 

を
 

索
 

捜
年
  

 

索
 
調
書
謄
本
 

平
成
 

捜
 

⑥
 

  

  

  

  

  



[ 作成要領 ] 

0 労働保険滞納様式第 2 号 捜索調書 

1  この調書は、 滞納者又は第三者の 物又は住居その 他の場所を捜索した 場合に作成する。 

2  「捜索した場所又は 物」欄は、 捜索を受けた 者を明記するほか、 夜間捜索をした 場合には捜索し 

た 物 又は場所を必ず 詳記し、 たとえば「 ( 滞納者 宅の ) 営業用木一 ル 及び カゥ ンタ一にあ る会計 機 

」等とし．夜間以覚のときに 捜索をした場合には 捜索した 物 又は場所をできるだけ 詳記する。 

なお、 金庫その他の 物があ るかどうかを 調査した場合には 場所を、 金庫その他の 物の内部にっ ぃ 

て 調査した場合にはその 物の住所及び 名称を記入する。 

3  「備考」欄は、 捜索のてん末、 第三者 宅 又は日没後捜索した 理由等を必要に 応じて記入する。 

4  「上記の捜索の 立ち会い、 捜索調書謄本を 受領しました。 」の文言のあ る欄のかっこ 内には、 捜 

索を受けた者と 捜索に立ち会い 捜索調書謄本を 受領した者との 続柄又は関係を 記入する。 

5  「捜索調書謄本 ( 捜索を受けた 者あ て ) を受領しました。 」の文言のあ る欄のかっこ 内には、 捜 

索の立会人と 捜索を受けた 者が異なる場合に、 捜索を受けた 者と捜索を受けた 者に交付すべき 捜索 

調書謄本を受領した 者との続柄又は 関係を記入する。 
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en 

滞納様式第 3 号 ( 動産・有価証券用 ) 

差 押 誠 - - - " 倉主 日 労働保険特別会計 

平成 午 月 日 

⑥ 
下記の滞納金額を 徴収するため、 下記の財産を 差し押えましたので、 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律第 26 条第 3 項及び国税徴収 法 
第 54 条の規定により、 この調書を作ります。 

府県所掌管轄 基幹番号 枝番号 
  

労働保険番号                               

期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 セ メラ 

    円山徒による 金碩   

    

押       
財       
産 

  

滞納処分のため 捜索                   時分から 
捜 索 日 時 平成 年 月 日   

した場所または 物件 午 桜 時分まで 

上記の捜索に 立ち会い差押調書謄本を 受領しました。 差押調書謄本 ( 捜索を受けた 者あ て ) を受領しました。 

            
上記差押調書謄本記載の 差押財産の保管を 命ずる。 平 成 午 月 日 

殿   

ハ 
津 
睡 
痴 
蒲 
@"" 日中 
-tt- 
3- 
-% 

田ヰ 

叫 
軸き 

㏄ 

目 
し ' 

備考 あ なたがこの処分について 不服があ るときは、 この通知を受けた 日の翌日から 起算して 60 日以内に厚生労働大臣に 審査請求をすることができます。 

「滞納処分 費 」欄に掲げた 金額は、 この調書作成の 日までのものです。 



滞納様式第 3 号 ( 動産・有価証券 f) 

整理番号 差 押 調 書 謄 本 労働保険特別会計 

平成 年 月 日 

⑧ 
下記の滞納金額を 徴収するため、 下記の財産を 差し押えましたので、 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律第 26 条第 3 項及び国税徴収 法 
第 54 条の規定により、 この調書を作ります。 

4 玉 所 
滞 納 者 

氏名 x は名称 

午 産 医 ( 期 ) 分 

幸手 * 午 

納   

金 

額 @ 

府県所掌管轄 基幹番号 枝番号 

労働保険番号         
                                      

納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 ヤ弓 

    円 法律による金額   

目 ' 

  

  

差             
士甲         
貝オ       
産室 

  
滞納処分のため 捜索 午 桜 時 分から 

した場所または 物件 
捜 索 日 時 平成 午 月 日     時 分まで 

上記の捜索に 立ち会い差押調書謄本を 受領 L, ました。 差押調書謄本 ( 捜索を受けた 者あ て ) を受領しました。 

    ㊥ (   ③ 
上記差押調書謄本記載の 差押財産の保管を 命ずる。 平 成 午 月 日 

殿 ④ 

備考 そ笘臆 駐兵 妄 ㌍盆に 臆持 主基 脂註 ㌣至ま 晶望 佳良 ま 菅笠 集房に巷 具案 デ 日から起算して 60 日以内に厚生労働大臣に 審査請求をすることができます。 

  

  

一 @@@@@@@@--"@@"@@@@      - 一 一 " " " "@ 一 @ " 一 @@ """-" "   ""   ""       "' @" 一   "" 。 " 一 "" """   " "" 一   ""@""""" 。 """""   一 """"""""""""""""@" 一一 ""@""""              ""' 一 一 "" """ 。 "" 一 """"""-""" ""   ""       """ ""     "        ""             """           """"       ""     ""                               

  



  [ 作成要領 ] 

0 労働保険滞納様式第 3 号 ( 動産・有価証券用 )  差押調書 

  この差押調書は、 動産 又は 有価証券を差し 押えたときに、 差押調書謄本と 複写に よ り作成する。 

2  「滞納処分のため 捜索した場所又は 物」欄の記入については、 捜索調書の作成要領に 準ずる。 

3  「上記捜索に 立ち合い差押調書謄本を 受領しました。 J の文言のあ る欄のかっこ 内には、 捜索を 

受けた者と捜索に 立ち合い差押調書謄本を 受領した者との 続柄又は関係を 記入する。 

4  「差押調書謄本 ( 捜索を受けた 者あ て ) を受領しました。 」の文言のあ る欄のかっこ 内には、 捜 

索の立会人と 捜索を受けた 者が異なる場合に、 捜索を受けた 者と捜索を受けた 者に交付すべき 調書 

謄本を受領した 者との続柄又は 関係を記入する。 

5  差押え財産を 契約により第三者に 保管させる場合においては、 最下欄の文言を「上記財産は 、 通 

知 のあ るまで無償で 保管します。 」等と訂正し、 又はその文言を 欄外に記入して 保管者の署名 ( 記 

名を含む。 ) 押印を求める。 

6  差押え財産を 差し押えたのち、 ただちに搬出し、 差押財産搬出調書を 作成しない場合には、 その 

旨を適宜な箇所に 記入する。 この場合は、 最下桐の記入は 必要ない。 

7  立会人が署名押印を 拒んだとき等は、 この差押調書の 右側欄外余白に 署名押印を拒んだ 理由又は 

できない理由を 記入しておく。 

8  . 第二次納付義務者、 保証人の財産を 差し押さえる 場合、 譲渡担保財産を 差し押える場合は、 この 

差押調書を適宜補正して 作成する。 

0 労働保険滞納様式第 3 号 ( 動産・有価証券用 )  差押調書謄本 

この差押調書謄本は、 動産又は有価証券の 差押えを行ったときに、 滞納者に交付するほか、 立会 

人 、 捜索を受けた 者等にも交付する。 
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滞納様式第 4 号 ( 債権 用 ) 

整理番号 差 押 調 目蓋 目 労働保険特別会計 

平成 年 月   

  
下記の滞納金額を 徴収するため、 下記財産を差し 押えましたので、 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律第 26 条第 3 項及び国税徴収 法 第 54 条の規定に ょ @ 

この調書を作ります。 

滞納者 住 所 府県所掌管轄 基幹番号 枝番 月 

労働保険番号           
( 債権 者 )  氏名又は名称                 

午 
  

度 区 ( 期 ) 分 納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 浦 金 滞納処分 費 備 
を帯 

考 

    " """"" 金額   

浄曲 

金 

客頁 

債 務 者 住 所 氏 名 

差   一 """   一一 "" 一 """ 一 """""""" 一一 """""" 一 """ 一一一一一 " 一一 " 一一 - 一 @   一 @ 一一一一一一   
押         
土見 f ｜   一一一 " 一一一 """ 一 " 一 " 一 "" 一 ""   一一一 ""   一一一一 -- 一 -- 一   - 一 --- 一一一一一一一一 - 
f 窪 

            
履 イ丁 期 限 

差押調書謄本 平成 ( 滞納者あ て ) を受領しました。 年 
債権 差押通知書 ( 第三債務者あ て ) を受領しました。 

平成 年 月 日 

月 日 

  ④ 平成 

午 月 日 

    ⑧ 

備考あ 「滞納処分 なたがこの処分について 費 」欄に掲げた 不服があ 金額は、 るときは、 この調書組成の この通知を受けた 日 までのものです。 日の翌日から 起算して 60 日以内に厚生労働大臣に 審査請求をすることができます。 

  
「 埋 
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滞納様式第 4 号 ( 債権 用 ) 

亜う 

整理番号   

 
 

差 押 調 書 謄 本   労働保険特別会計   

平成 午 月 日 

  この差押債権 の取 立 その他の処分を 禁じます。 

⑧ 

下記の滞納金額を 徴収するため、 下記財産を差し 押えましたので、 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律第 26 条第 3 項及び国税 徴 lRx 法 第 54 条の規定により、 

この調書を作ります。 

Ⅰ 主 所 府県所掌管轄 基幹番号 枝番号 
滞 納 者 

労働保険番号             
            

( 債権 者 )  氏名又は名称                       
年 度 区 ( 期 ) 分 納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 考 

テ世 市     同 法律による 紺頴   

浄曲 

金 

客頁 

債 務 者 住 所 氏 名 

差         

押       
七ヒ 十篭 「 

      

   
 

  

      

  

⑧
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労働保険特別会計 

年 月 日 

⑧ 

に支払って下さい。 

滞納様式第 4 号 

整理番号 債 権 差 押 通 知 書 

債務者 
平成 

住 所 
氏 名 殿 

下記の滞納金額を 徴収するため、 下記債権 を差し押えます。 差押債権 は、 下記履行期限までに 当 

なお、 この通知書を 受けた後は、 債権 者に支払っても、 その支払は無効です。 

滞 納 者 ィ主 所 府県 所掌管轄 基幹番号 枝番号 

労働保険番号             
            

( 債権 者 )  氏名又は名称 
                          

年 産 医 ( 期 ) 分 納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 考 
デ帯     円柱       往 による金額   

。 Ⅱ : ノ寸 

金 

穿 首 @@ 百 

債 務 者 住 所 氏 名 

差         
押       
ィ責 

  

  

  

  

  

  

 
 

権 ト 一 -   
    

    

  

  

  

履 z- イ T 期 

平成 午 月 

限 差押調書勝木 ( 滞納者あ て ) を受領しました。 債権 差押通知書 ( 第三債務者あ て ) を受領しました。 
平成 年 月 日 年 月   

日     （ ⑧ 成 平   ④ 

備考 あ 「滞納処分 なたがこの処分について 費 」欄に掲げた 不服があ 金額は、 るときは、 この通知書作成の この通知を受けた 日までのものです。 日の翌日から 起算して 60 日以内に厚生労働大臣に 審査請求をすることができます。 

  

  



[ 作成要領 ] 

0 労働保険滞納様式第 4 号 ( 債権 用 )  差押調書 

1  この差押調書は、 債権 を差し押えたときに、 差押調書謄本及 W: 債権 差押通知書と 複写により作成 

  

する。 

2  債権 に関する証書を 取り上げた場合は、 その証書の名称その 他必要な事項を「差押債権 Ⅰ施に付 

記することにより、 取上調書の作成に 代えることができる。 

3  この差押調書の 作成年月日は、 債権 差押通知書の 発送 見 逐年月日を記入する。 

4  「履行期限」欄は 、 差し押えた債権 の当該部局に 対する履行期限を 記入するが、 その履行期限は 

差押え債権 の滞納者に対する 履行期限と同様であ ることに留意する。 この場合において、 差し押え 

た債権 の履行期限がすでに 経過しているときは、 「即時」と記入する。 

( 注 )  1  当座預金を差し 押えた場合の 履行期限は、 「即時」とする。 

2  定期預金を差し 押えた場合の 履行期限は、 「満期日の翌日」とする。 

5  「差押調書謄本 ( 滞納者あ て ) を受領しました。 」の文言のあ る欄のかっこ 内には、 滞納者と差 

押 調書謄本を受領した 者との続柄又は 関係を記入する。 

6  「債権 差押通知書 ( 第三債務者あ て ) を受領しました。 J の文言のあ る欄のかっこ 内には、 債権 

差押通知書を 送達すべき第三債務者と 債権 差押通知書の 受領者との続柄又は 関係を記入する。 

7  第二次納付義務者、 保証人の財産を 差し押える場合、 譲渡担保財産を 差し押える場合は、 この 差 

押 調書を適宜補正して 作成する。 

0 労働保険滞納様式第 4 号 ( 債権 用 )  差押調書謄本 

この差押調書謄本は、 債権 を差し押えたときに 滞納者に交付するほか、 立会人及び捜索を 受けた者 

にも交付する。 
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滞納様式第 7 号 ( 第三債務者等があ る無体財産権 等用 ) 

整理番号 差 押 調 目圭 目 労働保険特別会計 

平成 年 月 日 

下記の滞納金額を 徴収するため、 下記の財産を 差し押えましたので、 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律第 26 条第 3 項及び国税徴収 法 第 54 条の 

規定により、 この調書を作ります " 

⑥
 

ィ主 所 府県所掌管轄 基幹番号 枝番号 
滞 納 者     労働保険番号                   

氏名又は名称         
年 度 区 ( 期 ) 分 納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 三 弓 

「 廿 市     円 法律による全額   

干 肉 

金 

額 

第 三 債 務 者 住 所 氏 名 

差 

押 } 一 - 一一一 --           

貝
オ
 

  
    

  

達   - 一   一 "- 
        

  

⑧ 

  

差押調書謄本 ( 滞納者あ て ) を 受領しました。 差押通知書 ( 第三債務者あ て ) を受領しました。 
平 成 年 月 日 平 成 年 月 日 

    ⑧     

備考ヤ箆 姦盆雰箸 ㌍縞に 竃俘 長夏霞だ辞色あ 蓋 藝睦蔑努晋僅穏雰せ 荒星穿ヂ 日から起算して 60 日以内に厚生労働大臣に 審査請求をすることができます。 
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下記の滞納金額を 徴収するため、 下記の財産を 差し押えましたので、 労働保険の保険料の 徴収等に関ずる 法律第 26 条第 3 項及び国税徴収 法 第 54 条の 

規定により、 この調書を作ります。 

ィ主 所 府県 所掌管轄 基幹番号 枝番号   
労働保険番号           滞 納 者           

氏名ス は 名称             
午 度 区 ( 期 ) 分 納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 考 

/TtT     用法 fF による金額 

納 ". 

金 

額 

第 三 債 務 者 住 所 氏 名 

差 

押 - 一 -- 一 --- 一一一一 -- 一 - 一 -- 一一一 --- 一 - 一 - 一一一一一 - 一 -- 一 "------- 一一一 - 一 - 一一 - 一一 -   一 --- 一 ---- 一 - 一 -- 一 - 一一一一一一一   
財 -- 一一一一一 - 一一 -----   一     - 一 - 一一一一一一一           
産                 
差押調書謄本 ( 滞納者あ て ) を受領しました。 差押通知書 ( 第三債務者あ て ) を受領しました。 

平 成 仝 芦 月 日 平 成 年 ;  月 日 

    ④     ④   
備考 あ なたがこの処分について 不服があ るときは、 この通知を受けた 日の翌日から 起算して 60 日以内に厚生労働大臣に 審査請求をすることができます。 

「 ず 持み ぬ 処分 費 」欄に掲げた 金額は、 この調書作成の 日までのものです。 
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滞納様式第 7 号 ( 第三債務者等があ る無体財産権 等用 ) 

整理番号 差 押 通 知 書 労働保険特別会計 

第三債務者等 平成 年 月 日 

住 所 

氏 名 

殿 ⑧ 

下記の滞納金額を 徴収するため、 下記の財産を 差し押えます。 

住 所 府県所掌管轄 基幹番号 枝番号 

ャ帯 細 音 労働保険番号                         
氏名又は名称 

  
              

年 度 区 ( 期 ) 分 納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 考 

Ⅰ 廿 @@@@'     同法 卸 _ よる 金極 

" 市 肉 

金 

客百 

第 三 債 務 者 住 所 氏 名 

差 

押 -- 一   -@    -@      p-mm-@      ----- 一一 -- 一・ - 一 --       
財 " 一 """"   "" 一 " 一 " 一一 """"""" 一 """"" 一一 """" 一 " 一一 "" 一一 " 一一 " 一一 " 一 " 一 "   """ 一 " 一 " 一 """"""" 一 """ 一一 "" 一 "   """ 一 """"""    一   "   @          一一 一一 - 一   --- 一 -@  一一 一一 @@@ 一 

産 "" 一 """"""" 一 """""""" 一 """""""""""""""""""" 一 " 一 " 一 " 一 """""""""""""" 一一 "" 一一 "" 一 """ 一 "-""""""""""" 一一 @"@@."-" 一一 ""-""."-"@ 一 """" 一 ""--""" 一 "@@ 一一一一一一 

差押調書謄本 ( 滞納者あ て ) を受領しました。 差押通夫 n 書 ( 第三債務者あ て ) を受領しました。 
平 成 年三 月 日 平 成 年 月 日 

    ⑥     （⑧ 

イ席考                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  

    



[ 作成要領 ]   

0 労働保険滞納様式第 7 号 ( 第三債務者等があ る無体財産権 等用 )  差押調書 

1  この差押調書は、 第三債務者等があ る無体財産権 等 ( 電話加入権 を除く。 ) を差し押えたとき 

に 、 差押通知書及び 差押通知書謄本と 複写に よ り作成する。 

2  差押え財産の 権 利に関する証書を 取り上げた場合は、 その証書の名称その 他必要な事項を「差押 

財産」欄に付記することにより、 取上調書 (21 号 ) の作成に代えることができる。 

3  この差押調書の 作成年月日は、 差押通知書の 発送 見込 年月日を記入する。 

4  「差押調書謄本 ( 滞納者あ て ) を受領しました。 」の文言のあ る欄のかっこ 内には、 滞納者と差 

押 調書の謄本を 受領した者との 続柄又は関係を 記入する。 

5  「差押通知書 ( 第三債務者あ て ) を受領しました。 」の文言のあ る桐のかっこ 内には、 差押通知 

書を送達すべき 第三債務者と 差押通知書を 受領した者との 続柄又は関係を 記入する。 

6  第二次納付義務者、 保証人の財産を 差し押える場合、 譲渡担保財産を 差し押える場合は、 この差 

押調書を適宜補正して 作成する。 ， 

0 労働保険滞納様式第 7 号 ( 第三債務者等があ る無体財産権 等用 )  差押調書謄本 

この差押調書謄本は、 第三債務者等があ る無体財産権 等 ( 電話加入権 を除く。 ) の差押えを行った 

ときに、 滞納者に交付するほか、 立会人及び捜索を 受けた者にも 交付する。 

0 労働保険滞納様式第 7 号 ( 第三債務者等があ る無体財産権 等用 )  差押通知書 

この通知書は、 国税徴収 法 第 73 条第 1 項の規定により、 第三債務者等があ る無体財産権 等 ( 電話加入 

権 を除く。 ) を 差し押えるときに 使用する。 
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Ⅰ
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滞納様式第 12 号 

差 押 財 産 目 録・ 

住 前 月 

府県所掌管轄 基幹番号 . 枝番号 

滞 納 者 
      労働保険番号           

氏名又は名称 
                      

差押財産の所在 

名 称 数 旦 里 目凹 質 形 状 等 

  
  
  
  
  
  
  
  
  

Ⅰ
け
斗
 

ヰ
吾
甜
汗
 

痴
蒲
軸
斡
蓬
 叫
縛
 」
 ド
 
W
 沖
山
 

    



[ 作成要領 ] 

0 労働保険滞納様式 第 1 2 号 差押財産目録 

この差押財産目録は、 差押財産が多種であ るため、 「差押財産」欄に 差押財産の全部を 記載できな 

いときに作成し、 差押調書に添付する。 
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( 労働保険滞納様式 第 「 3 号 コ 

滞納様式 剃 3 号 

殿 

 
 

住
 

者
 

内
辛
 

滞
氏
 

給与等の差押金額に 対する承諾書 
  

平成 年 月 日 

部 局 長 

㊥ 

下記金額の差押えを 承諾します。 

差 

/ 甲 

ィ 生 貝 

権 

の 

種 

類 

差
押
え
を
承
諾
し
た
金
額
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( 労働保険滞納様式第 2 1 号 ) 

万
 

 
 

2
 

外
弟
 

式
 

様
 

内
 糸

 

せ
俺
 

・
・
 
l
 

 
 

日
 

月
 

年
 

成
 

 
 調

 
上
 

取
 

滞納処分上必要があ るので下記書類を 取り上げ る 

滞 住 所 府県所掌 管轄 基幹番号 枝番号 

労働 @ 倹 番号             辛内 

者 氏 名       
      

証 書 の 名 称 等 差 押 財 産 

取 

り 

上 

ナ @ 

た @ 

  

幸三目 

取 上調書謄本を 受領しました。 

立 会 人 (   ④ 

取 上調書謄本 ( 処分を受けた 者あ て ) を受領しました。 

平成 年 月 日     ④ 

備考 あ なたがこの証書の 取上げについて 不服があ るときは、 この処分を受けた 日の翌日から 起算して f60 日 以 

内に厚生労働大臣に 審査請求をすることができます。 

Ⅰ g 

  

  

 
 

 
 



[ 作成要領 ] 

0 労働保険滞納様式第 2 1 音 取上調書 

1  この調書は、 債権 証書を取り上げた 場合に国税徴収法施行令第 28 条第 1 項の規定により 作成ずる。 

2  差押え前に証書等を 取り上げた場合には、 「取り上げた 証書」欄の「差押財産」欄に 記入するこ 

とを要しない。 

3  「 取 上調書謄本を 受領しました。 」の文言のあ る何のかっこ 内には、 処分を受けた 者と立会人の 

続柄又は関係を 記入する。 

4  「 取 上調書謄本 ( 処分を受けた 者あ て ) を受領しました。 」の文言のあ る柵のかっこ 内には、 処 

分を受けた者と 謄本を受領した 者との続柄又は 関係を記入する。 
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取上 債権 証書等 受払 整理 簿 

月
里
蓮
痴
 

せ
 
'
 Ⅰ
 
"
 

  



[ 作成要領 ] 

0 労働保険滞納様式第 2 3 号 取 上債権 証書等 受払 整理 簿 

1  この整理 構 は、 債権 調書を取り上げた 場合に、 その経緯を明らかにするため 作成するものであ り 

これに記入する 書類は 、 次のとおりとする。 

0]) 国税徴収 法 第 65 条及び同法第 73 条第 5 項によって取り 上げた債権 証書 

(2) 国税徴収 法 第 87 条第 2 項により、 参加差押えの 執行機関から、 引渡しを受けた 取上債権 証書等 

(3) 船舶又は自動車の 差押えにあ たって取り上げた 船舶国籍証書又は 自動車検査証 

(4) 国税通則法第 50 条 第 1 号 又は 2 号 ( 国債、 地方債等 ) に掲げる担保を 提供しようとする 者の提 

出にかかる供託書の 正本等 

2  「 取 上等年月日」椅は 、 取り上げた日、 参加差押え 先 執行機関から 引渡しのあ った目、 又は担保 

の 提供があ った目を記入する。 

3  「区分」欄は、 原 処分の区分、 たとえば、 「差押え」、 「徴収猶予」等を 記入する。 

4  「占有者等の 住所、 氏名」柵は、 占有する第三者又は 担保を提供した 第三者の住所、 氏名を記入 

する。 

5  「 引 渡の事由」 欄は 、 「完結」、 「差押換え」、 「公売 済 」 等 その事由を簡記する。 

6  「参加差押、 引渡年月日、 引渡通知書発送番号」欄は、 発送した年月日を 記入する。 なお直接手 

渡した場合は、 さらに「摘要」桐に 受領者の氏名を 記入し、 押印を求める。 
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滞納様式第 30 号 

整理番号 書 交 付 委 味 調 労働保険特別会計 

交付要求 先 交付要求年月日 午 月 日 

滞納者あ て 交付要求通知 交付要求解除通知   執行機関あ て 交 ・ 付 要求解除通知 

十在 

番号 権 利 の 名 称 住 所 ・ 氏 名 交付要求通知 交接木Ⅱ寺の 金額 交 f, 腰蒋酸 通知 摘 要 

千 @ 」 

  
三 七 

等 た 

ュの 

て 

4 玉 所 府県所掌管轄 基幹番号 枝番号     
滞 納 者 労働保険番号                   

氏名又は名称             
午 産 医 ( 期 ) 分 納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 考 完   結 

辛辛辛 午 

    P@  法律による金額   

述 l り 

金 

額   

文材 その他 
整 理   

付産 -- 一 -"""--"m----""-"- 一一一 --""- 一 -   一 -" 一 --" 一 -" 一 - 一   "- 一 -- 一一 - 一一一一 --- 一一一     
要 x  -l  - 一一 - 一一一一一 m-   …一一 ---- ‥ -        -- ‥ -------- 一一 ----- 一一一一 ---- 一   

求 
@ ま - 一一一 - 一 - 一 w 一一一 - 一一           - … - 一一 - 一一一 - 一 ---- 一 ---m.---.@.---         -w 一 -w 一 -                                                                                       

  
か 一 幸 - 一一一一 ---.---------- 一 ----.--.,. 一 -- 一一 -. 一 -                                   

か件 

る名 執 行 機 関 名 差 押 年 月 日 平成 午 月 日 

門
出
 
蓮
痴
鰯
輔
誇
嚥
弗
沸
 ㏄
。
小
リ
 



滞納様式第 30 号 

整理番号 交 付 要 求 書 労働保険特別会計 

要求先の執行機関 名 平成 午 月 日 

殿
 

回
 

下記の滞納金額を 徴収するため、 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律第 26 条第 3 項及び国税徴収 法 第 82 条第 1 項の規定により、 交付要求します。 

ト " 
ト 

住 所 府県 所掌 管轄 基幹番号 枝番号 

滞 納 者 労働保険番号           
        

氏名又は名称 
            

午 度 区 ( 期 ) 分 納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費   ヱ手 

i@     同法律による 金額   

羊肉 

金 

客演   

交財 

付 達一 

      

        

求 
l ま 一 -- 一一一 --- 一         一一一一一一一一一一一 - 一一一一一       

@ ・ 一 "- 

か 
事         

  か件 

る名 執 行 機 関 名 差 押 年 月 日 平成 午 月 日 
  

備考 「滞納処分 費 」欄に掲げた 金額は、 この要求書作成の 日までのものです。 

      



ね
の
 

滞納様式第 30 号 ( 滞納者用 ) 

整理番号 交 付 要 求 書 通 知 書 労働保険特別会計 

滞 納 者 平成 午 月 日 

殿 

回 

下記の滞納金額を 徴収するため 交付要求しました。 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律第 26 条第 3 項及び国税徴収 法 第 82 条第 2 項の規定により 通知します。 

ィ主 所 府県所掌 管轄 基幹番号 枝番号 

滞 納 者 労働保険番号           
            

氏名又は名称 
                      

年 産 医 ( 期 ) 分 納 期 限 保 険 料 追 徴 金 延 滞 金 滞納処分 費 備 華 
ャ帯 

    同 法律による全額   

。 Ⅱ : 内 

金 

客百 

交財 

付産             

要文           
求 

は - 一一一一一一一 - 一 - 一一一一一         
@     

か事           
か件 

る名 執 行 機 関 名 差 押 年 月 日 平成 年 月 日 

交 付 要 求 年 月 日 平成 年 月 日 

備考 あ なたがこの処分について 不服があ るときは、 この通知を受けた 日の翌日から 起算して 60 日以内に厚生方風大臣に 審査請求をすることができます。 

「滞納処分 費 」欄に掲げた 金額は、 この通知書作成の 日までのものです。 



[ 作成要領 ] 

0 労働保険滞納様式第 3 0 号 交付要求調書 

1  交付要求をした 場合は、 「滞納者あ て」棚の「交付要求通知」桐及びその 交付要求をした 財産に 

国税徴収 法第 hb 条 各号に掲げる 者で知れている 者があ るときは「権 利者等あ て」欄の咬 付 要求 通 

知 」欄に、 それぞれ交付要求通知書を 発した年月日を、 「権 利の名称」欄及び「住所・ 氏名」 欄 @ こ 

交付要求書を 発した権 利者等の権 利の名称、 住所及び氏名を 記入する。 「番号」欄には、 上段から 

順 に一連番号を 記入し、 権 利の対象となった 則   産の名称の頭部にその 番号を付する。 なお、 根抵当 

又は根質の場合で、 国税徴収 法 第 18 条第 1 項に規定する 債権 限度額が判明した 場合は、 咬付 要求 時 

の 金額」欄にその 額を記入する。 

2  交付要求をした 滞納保険料等が 納付等により 消滅した場合 

交付要求をした 滞納保険料等の 一部が完結した 場合は、 それぞれの欄に㊧の 表示をする。 

交付要求をした 滞納保険料等の 全部が完結した 場合は、 それぞれの欄に㊧の 表示をする。 

3  交付要求の解除の 請求があ った場合及びその 処理をした場合 

交付要求の解除の 請求があ った場合及びその 処理をした場合は、 「摘要」欄に「 0 年 0 月 0 国解 

除請求」、 「 0 年 0 月 0 自解除請求拒否」等と 記入する。 

0 労働保険滞納様式第 3 0 号 交付要求書 

 
 

Ⅰ この要求書は、 国税徴収 法 第 82 条 第 1 項の規定により 交付要求をする 場合に使用する。 

2  この要求書は、 交付要求通知書 ( 滞納者用 ) とあ わせて複写により 作成する。 

3  「交付要求にかかる 財産又は事件名」 欄は、 次の事項を記入する。 

(1)  強制換価手続きが 滞納処分であ る場合 

対象となるすべての 財産の名称、 数量、 性質及び所在 

(2)  強制換価手続きが 強制執行、 担保権 の実行としての 競売、 破産手続き又は 企業担保権 の実行 

手続きであ る場合その手続きにかかる 事件名 

4  「交付要求にかかる 財産又は事件名」桐の「執行機関 名 」欄及び「差押年月日」欄は、 交付要求 

執行機関名及び 交付要求 先 執行機関の差押え 年月日をそれぞれ 記入する。 

5  保険料等にっき 徴した担保財産について 強制換価手続きが 開始され、 当該担保を徴した 保険料等 

の 交付要求をする 場合は、 欄外余白に「この 保険料等は当該財産により 担保されている 保険料等で 

す」と付記する。 

0 労働保険滞納様式第 3 0 号 交付要求通知書 

この通知書は、 国税徴収 法 第 82 条第 2 項の規定により、 交付要求をした 旨を滞納者に 通知ずる場合に 

使用する。 
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( 労働保険収入様式第 3 3 号 コ 

第 「 片 

  現金払込 書 ・領収証書 

労 働 局 
労働基準監督署 
公共職業安定所 

労働保険特別会計 

主任収入官吏 
所属分任収入官吏 

二 第 白下 

i @ 已 "@f@Sl.l<@.l,nllq し   ・ L た 

領 収 日 封 印 

平 成 年 度 

労働保険特別会計 (0847@  厚生労働省所管 

勘定 

払込金額                                                                         
規 ・ 証 翌年度 6 月 1 ロ以降現年度歳 フ 、 舌 lHB 入 

第 2 片 

  

  

領 収 控 Ⅰ。 第 ロ吉 リ 

下 ㌍ ぃ全 Ⅶを 栢収 しま」 た 。 

領 収 日 @ サ 三ロ 

労 働 局 

労働基準監督署 
公共職業安定所 

労働保険特別会計 平 成 年 度 

労働保険特別会計 (0847)  厚生労働省所管 

主任収入官吏 
所属分任収入官吏 回 勘定 

払込金額                     百出か千曲七円             
現 -n: @ 寅 化 翌年度 6 月 1 日以降現年度歳入相人 
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第 3 片 

  領収 済 通知 書 田 第 与 Ⅰ 

              ソ ) ノア         を笛 放しました   
あ て 先 

領 収 日 イ寸 斤 ロ 

労 働 局 
労働基準監督署 

公共職業安定所 

労 @m 保 @ キ寺 g@J 金言 十 平 成 年 度 

労働保険特別会計 (0847@  厚生労働省所管 

主任 uX 大官吏 
所属分任収入官吏 勘定 

  
取りまとめ郵便局     郵便局 l 払込金額 l 1l1 1 『 1111. 1 百 千 

現 ， 証 。 翌年度 6 月Ⅰ 日 以降現年度歳入組入 

( 労働保険収入様式 第 1 6 号 ) 

第 4 片 

  収入官吏領収 済 報告書送付票 第 号 

課 室長 補佐 係長 保 善所長 次長 課長 保 

ヰ者 

現 全領収 i 証書 白帯 号 善策 号 

局 発行枚数圭策 青一揖     
所 

払 込 月 日 機関 口 郵 

平成 午 月   

労 働 局 
労働基準監督署 

公共職業安定所 

労働保険特別会計 
平 成 年 度 

労働保険特別会計 (0847)  厚生労働省所管 

主任収入官吏 
所属分任収入官吏 勘定 

払込金額                     百 - 内 万千曲 +: 円           
現 ・ 証 翌年度 6 月 ] 日 以降現年度歳入組入 
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片
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丁
 

小
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ぬ
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 土
日
 

年
 

 
 

下
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六
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訳
 
：
Ⅱ
 

細
 

-
 J
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車
施
サ
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ネ
小
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ス
 

睡
 

仕
 

 
 付

 
榊
 

入
 

よ
，
 
"
m
 

ノ
 
。
・
 

｜
 

ヮ
八
 

券
 

-
 丁
 

Ⅲ
 
ひ
 

@
 

沖
な
 
刀
 

 
 

 
  

 

"
 
正
 
一
 
一
 
"
 
@
 
 

目
 

万
 

4
 

3
 

か
弔
 

兼
ま
 

@
E
 

オ
 
・
 

文
人
 

険
 
Ⅱ
 

保
 

働
 

ラ
チ
 

(
 

種
 

号
考
 

備
 

第
 

 
 

@
 

ム
 
士
 

支
 

者
 

一
丁
 

 
 

曲
Ⅰ
 

0
 
フ
 
ラ
ノ
 

人
 

出
 

辰
 

 
 

客
頃
 

金
 

面
 

券
 

テ
 
"
 

番
 

フ
テ
 

コ
し
 

壬
 ・
 
口
 

類
 

回
 

日
 月

名
 

年
氏
 

城
東
 職
 

半
宵
 

大
官
 

又
 

Ⅱ
Ⅱ
Ⅰ
 

( 労働保険収入様式第 3 5 号 ( 出 m9 韓穏程 ( 昭和 22 献 蔵 ぢ令 第 95 用第 2 号 き東 ) コ 

土
圭
 

目
 

訊
 

仕
 

、
 
入
 
込
 

払
 

金
 

現
 

度
 

午
 

成
 

平
 

平成 年 月分 

摘 要 金 額 4 席 考 

前 月 ま で 払 込 未 済 

本 月 中 現 金 領 収 高 

円 

 
 

 
 

計       

本月中日本銀行現金払込高 

本月 中 郵便局現金払込高 

差 別 翌 月 へ 繰 越 

名
 

氏
 

大
官
吏
 

官
職
 

又
 

Ⅱ
 

任
 佳
 

生
 分
 

日
 

月
 

年
 

成
 

平
 

労働保険特別会計歳入徴収宮 殿 
回
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( 労働保険収入様式第 3 7 号 コ 

券
 

証
 
@
 
-
 
-
 
。
 

仕 訳 一 一 @ 。 簿 

種
 

青
葛
 

備
 

第
八
 

払
 

支
 

者
 

一
丁
 

イ
オ
 
@
 

発
 

ノ
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出
 

振
 

額
 

金
 

面
 

券
 。
 

号
 

番
 

フ
テ
 

-
 
己
 
一
 
-
 
-
 
口
 

類
 

名
 

氏
 

職
 

官
 

吏
 

官
 

入
 

又
 

Ⅱ
Ⅱ
 
つ
 

日
 

月
 

年
 

成
 

平
 

( 労働保険収入様式第 4 0 号 コ 

回 

現金領収証書等引網 書   担当 者 引綱年月 日 氏名 ⅡⅡ 臣ト 

年 月 日 氏名 印 

    現金領収証書 ( 収入官吏用 コ 5. 歳入歳出覚現金領収証書 [ 歳入歳出覚現金出納官吏 コ l 言戸巧 ド り 幸男至幸臣 "/  @ 由 "7 l 焼 き 枚 米 あ @ （   
  " テ 

" テ 
  口互 

由万 

2,  現 金 出 納 簿 

冊   
  3. 納付受託証書 

  
記号番号 磨 き 枚 数 

  ヲ 
万 

  

4. 納付受託証書受 払簿 6. 現金出納簿 [ 歳入歳出覚現金出納官吏 コ 
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( 労働保険収入様式第 4 1 号のけ 

案
目
我
国
 

月
月
 

超
年
 
決
年
 

 
 

扱
者
 

取
 

長
 

係
 

佐
 

南
す
 

長
 

課
室
 

長
 

宗
室
 

一
 
-
-
 

Ⅰ
 

長
 

田
ヨ
 

@
 
肌
口
 

日
 

日
 

月
月
 

年
年
 

証 券 領 収 済 領 取 消 決 議 書 

年 月 日 現金領収証書記号 番号 で 領収した下記の 証券は 、 

年 月 日 の事由によって 支払がなかったので、 歳入徴収 官及 U 。 

当該事業場へ 通知してよろしいか、 お伺いします。 

- 一 - 口 一 己 

  

  

 
 

者
名
 

氏
 

イ
サ
 

所
 

内
生
ネ
（
 

出
目
 

月
 

振
年
 

仏
日
 

文
廟
 

仏
所
 

文
場
 

 
 

ノ
 

支
払
 

客
演
 

金
 

 
 

自
 
万
口
 
下
 

記
番
 

 
 

種
 

金
 

徴
 

追
 

金
 

胎
内
 

滞
 

料
 

険
 

ィ
呆
 

度
分
 

区
 

び
 

年
及
 

働
号
 

番
 

険
 

労
保
 

幸
 
@
 

壬
 -
p
 

ム
口
 

票
理
 

分
 

処
 

納
 

幣
整
 

収
理
 

 
 

 
 の

 
Ⅰ
白
目
 

@
 

 
 

る
 

あ
 

 
 
 
 

 
 宮

出
 

入
金
 

仮
現
 整
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① 

労働保険特別会 言 」・ 

歳 入 徴収 宮 殿 

主任収入官吏 官職 氏名 

証券領収 済 領取 消 報告書 

春佳収入官吏の 職にあ る職員 ( 官職氏名 ) が 年 月 日領収し 

年 月 日日本銀行へ 払込番号 音 で 払込んだ証券 用 のうち 円 

の事由により 支払がなされない 青 年 月 日 日本銀行より 連絡があ 

りましたので 報告いたします。 なお、 その内訳は下記のとおりであ りますのであ わせて報 

告いたします。 

" 百 

支 払 振 出 納 7 才 者 
期 日 年月日 住 所 氏 名 

追徴金 ム   計 幸 Ⅱ Ⅰ 

取 倍け ：Ⅰ 

入 カ 

証 券 

寺号 種類 記番 額面金額 
仏所 

  

労働 保険番号及び 年 E 度 分 保険料滞納金 

歳入徴収官事務処理 

徴 収 縛 日 計 表 
整 理 改正克 - 理 
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( 労働保険収入様式第 4 「号の 3) 

殿
 

第 号 
平成 年 月 日 

① 

貴 事業所から平成 年 月 日収入官吏 が 領収した下記の 証券は 

の事由によって 支払がなかったので、 この通知書と 先に交付した 現金領収書 

( 記号番号 ) および認印を 持参して来序して 下さい。 なお、 下記の保険料等は 納付がな 

かったことになるので、 直ちに同封の 納付 書で 納付して下さい。 

名
 

氏
 

 
 

官
 

阿
ヨ
 

Ⅰ
 
ユ
 
n
 
Ⅰ
 

証券領収 済 領取 消 通知書 

- 己 

ね
口
 

支
期
 

仏
所
 

文
場
 

人
 

払
 

支
 額

 
金
 

 
 

号
音
 

記
番
 

正
類
 

一
一
 

-
@
 

種
 

人
名
 

氏
 

出
 所

 

帳
 住
 

出
目
 

月
 

振
年
 

ム 計 --- 口   労働年度 保険番号及び 区分保険料滞納金追徴金 

㈱ 1. やむを得ない 事由により来 序 できない場合には、 さきに交付した 領収証書を郵送 

して証券の返還を 請求して下さい。 

2. この通知書送付の 日から 1 年以内に証券返還の 請求をしなければ 証券は返却でき 

ないことになります。 
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( 労働保険収入様式第 4 2 号 コ 

第 「 片 

ABOOOOOO-00 納 付 受 託 証 書 原 符 労働保険特別会計 
労 働 保 険 番 号 

  県 所掌管轄 基幹番号 音骨委託者 住 所 

氏 名   

- - 一 Ⅰ 一 正 @ 
証券の花 叛 支 払 人 

券 面 金 額 支 払 期 日 振 出 人 
住 ( 居 ) 所 

記 号 番 号 
取 党費用 

支 払 場 所 氏 名 

平成 年 月 月 

正言 己 のとおり、 率 内ィ寸 の委                   けま した。 

平成 午 月 目 

労 働 局 官職名 
労働基準監督署 

  
  

証券受領の証平成 年 月 日⑳ 

第 2 片 

  

上記のとおり、 納付の委託を 受けました。 
平成 年 月 日 

殿 労 働 局 官職名 
労働基準監督署 

⑨ 

ぉ内 ィづ受託証券   
整 理 番 号     
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第 3  片 ( 表面 ) 

ABOOOOOO-00 納 付 受 託 証 書 労働保険特別会計 
党 側 保険番 号 住 所 

府県所掌管轄 基幹番号 枝番号 委託者 
氏 名 殿 

証券の種類 支 払 人 住 ( 居 @  所 収 支 費用 

"@t -l - Ⅰ 券 面 金 額 支 払 期 日 振 出 人 
記 号 番 号 支 払 場 所 氏 名 

  

名
 

 
 

官
 

同
署
 

督
 

臣
 
と
 皿
 

 
 し

 
ま
 

労
労
 
ィ
 

す
口
 

 
 

受
 

を
 

託
 月
 

委
 

の
 

行
年
 

紬
 
，
，
 

り
 

お
 ㍻
 

と
 

の
 

コ
し
 

=
=
 

目
 

上
 

 
 

面
 

一
具
 

 
 

年
 

委
託
者
氏
名
 

労
働
局
 

労
働
基
準
監
督
署
 

月
 

第 3  片 ( 裏 面 ) 

殿 

し 裏 （ 注 
  3 2 1 意 

た 面 
。 丑 一口 百 

平 
成 

載の 受 
き正 

ん尊 領 
券 

確 証 
か 

億 @@ 
童 

炭 火生 、 

旦 ] 、 塁 
正   

を の 納 
手 付 

，フ 

。 ャ @ ヰ ノ 

受託 料の 

⑳ 
韓 を 

を の 
ま お 金   が り 

Ⅱ
 

口
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長
 

係
 

佐
 

補
 

長
 

宗
室
 

 
 

長
 

雑
き
 

-
-
-
-
 

仁
 

長
 

ト
局
 

土
戸
 

）
 

l
l
 

Ⅱ
 

日
 

目
 

の
 

百
 

5
 

月
月
 

4
 

朋
弟
 

式
 

年
年
 

様
 

入
 

n
 入
 

Ⅱ
Ⅱ
Ⅰ
 

案
目
 
裁
日
 

険
 

月
月
 

保
 

超
年
次
年
 

動
 

(
 
ラ
申
ィ
 

者
 

当
 

日
一
 

上
士
 

納付受託証券不渡 等 通知決議 書 

平成年月 日奏 佳 収入官吏の職にあ る職員、 ( 官職氏名 ) 

が 納付受託した 下記証券について、 の 理由により支払がされず 再 委託銀 

行 より当該証券の 返還を受けたので 収入様式第 45 号の 2 により納付委託者に 

通知することと 致したひ。 

- 一 - Ⅰ - 己 

言正 券 
出 人 

種類 証券 番号 券面金額   

ム   幸 t 労働保険 番 号 篆び区雰 保険料 延滞金追徴金 

主任収入官吏の 職にあ る職員の処理 

納付受託証券 納付受託証券 

整 理 簿 再 委託支払 簿 

" -" @ 肛 己 載 記 --- り   載 

様式第 4 3 号 
発送年月日 
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( 労働保険収入様式第 4 5 号の 2 コ 

口
 
万
日
 

月
 

年
 

成
 

第
平
 

設
 

長
庚
 

局
 

人
 
都
 n
 
卜
 

名
 

回
 

納付受託証券不渡 等 通知書 

貴 事業所から平成 年 月 付
 
｜
 

乎
内
 

 
 ネ

ル
 

白
貝
 

 
 

る
 

あ
 

 
 

 
 

職
 

の
 

吏
 

官
 

入
 

x
 

Ⅱ
 

任
任
 

主
公
 

日
 

受託した下記の 証券は の 理由により支払がされず 再 委託銀行より 返還 

されたので当該証券を 返却しますので、 この通知書と 先に交付した 納付受託 

証書 ( 記号番号 ) および認印を 持参して来序してくだきい。 

    Ⅴ
 

さ
 

だ
 」
 

<
 

て
 

し
 

7
 
才
 

系
内
 

で
 

室
 

ィ
寸
 

弗
内
 の

記
 

封
 

同
 

 
 

 
 

ち
 

 
 

は
 

等
 

岩
坪
 

険
 

ィ
果
 

の
 

己
 

@
-
 

一
 
-
 
冊
 

T
 

お
 

な
 

言 iE 券 

丑刀 種類 証 番号 券面金額 
仏日 支払人 文場 仏所 文 期 

振 出 振 出 人 
年月日 住 所 氏 名 

ム 
  

計 目 --- 

労働保険 番 号 笈び区雰 保険料 延滞金追徴金 

、 注 1 , やむを得ない 事由により来序できない 場合には、 さきに交付した 納付受 

託 証書を郵送して 証券の返還を 請求してください。 

2 . この通知書送付の 日から 1 年以内に証券の 返還の請求をしなければ、 証 

券は返却できないことになります。 
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l
 
Ⅱ
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口
耳
 

8
 

4
 

片
 

か
弟
 

 
 

式
 

め
弟
 

様
 

入
 

Ⅱ
 
入
 

川
 

険
 

保
 

働
 

労
 

（
 

AB  000000 Ⅰ 
領 収 証 書 

  平成 年度 労働保険特別会計   

市 町 丁目 番地 

百冊 本十 丁目 番 号 
区 殿   

金 

摘要 

上記の金額を 領収しました。 

平成 年 月 日 

労働保険特別会計 

歳入歳出覚現金出納官吏 ㊥ 

第 2 片 

AB  000000 一 
歳入歳出覚現金領収証書 原符 

  平成 年度 労働保険特別会計 

市 町 丁目 番地 

え圭膵 村 丁目 番 号 

区 殿 
万 千 百 冶 f 

金 

摘要 

平成 年 月 日 領収 
労働保険特別会計   

歳入歳出覚現金出納官吏 
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ト
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愛 妻 

払 出． 額 歳入納付 額 計 現 金 預 金 よ ｜ 

重 弘 残 用番 備 考部 長 課 室長次長補佐係長取扱者 

再
迅
蓮
痴
蒲
好
ノ
嫌
丼
縛
 
5
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簿 内幸 付 受 託 証 書 愛 私 Ⅰ
 津
画
 

ト 
ト " 

課 室長 調室長補佐 係 長 係 
署 長 次 受払 年月日 受 払 残 使 用 番 号 備 立 

長 課 長 係 長 係 
  

自 @ 弔 万 直弟 一 

圭策 万 
内書損 

圭策 万 

自， @ 弔 万 臣 - 身 音 万 

圭策 万 
内書損、 

至第 万 

自，ゃ 弔 フデ 自 " モ 弔 万 

圭策 
内書損 

ロ万 圭策 万 

白声 @ き 
万 白め 弟 丁 

圭策 互 
内書損 

玉 玉兎 " ャ 万 

自第 万 白片 弟 万 

圭策 写 
内書損 

圭策 百 

自 "@ 弟 万 自稜 弔 万 

圭策 Ⅰ テ 
内書損 

至第 万 

自朋 弔 万 自第 五 

圭策 互 
内書損 

圭策 百 

耶わ 房き 丁 自 " ヤ 房ヨ 丁 

圭策 互 
内書損 

抵 玉兎 竹 万 

自 " サ 兵 ; 写 白め 弔 百 

圭策 写 
内書損 

圭策 一 

自差 万 自第 万 

圭策 Ⅰ ア 
内書損 

圭策 一 

日貨 ぎ 万 

圭策 万口 写 口 至第 写 

白帯 一 自 "- 克 ; 万 

圭策 ・，内書損 万 ， 至第 万 

詩
癖
 黄
ノ
弗
耳
沸
 Ⅱ
。
曲
目
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